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食品照射専門部会報告書「食品への放射線照射について」について 

 

平成１８年１０月３日

原 子 力 委 員 会 決 定 

 

１．当委員会は、本日、食品照射専門部会から、「食品への放射線照射につ

いて」と題する報告書を受領しました。 

同専門部会は、原子力政策大綱を踏まえて、食品照射に関する現状等

について調査審議するために、学識経験者、マスコミ関係者、消費者、

食品産業関係者などの有識者を構成員として設置されたものです。本報

告書は、同専門部会が食品照射に関する基準等の国際動向を調査審議す

るとともに、自ら開催した食品照射について国民からのご意見を聴く会

において得られたご意見をも踏まえて報告書（案）をとりまとめ、これ

を意見募集に付すとともに、ご意見を聴く会を２ヶ所で開催し、これら

を通じて得られた国民の意見も参酌して、取りまとめたものです。 

本報告書は、食品照射を巡る内外の現状を把握した上で、食品照射の

有用性、照射食品の健全性の見通し、食品照射を巡るその他の課題につ

いて整理し、これらを踏まえて我が国における食品照射に関する今後の

取組に関する考え方を示しています。当委員会は、これらの経緯から、

本報告書は十分な調査審議を行って取りまとめられたもので、その考え

方は尊重すべきものと評価します。 
 

２．本報告書の示す今後の取組に関する考え方を踏まえ、当委員会は、文部

科学省、厚生労働省、農林水産省等において以下の取組が進められること

が必要であると考えます。また、研究者、事業者等においても、（１）②、

（２）②及び（３）の取組を進められることを期待します。 
（１）食品安全行政の観点からの判断等 

①食品安全行政の観点から妥当性を判断するために、食品衛生法及び

食品安全基本法に基づく、有用性が認められる食品への照射に関す

る検討・評価（まずは、有用性のある香辛料への照射について検討・



評価を実施。その他の食品については、有用性が認められる場合に

適宜、検討・評価を実施。） 

②照射食品の健全性についての知見の不断の集積及び、健全性に関する

研究開発 

   ③再照射を防止し、また、消費者の選択を確保する観点からの照射食

品に関する表示の義務付けの引き続きの実施及びその今後の在り

方に関する検討 

 （２）検知技術の実用化等 

   ①既存検知技術の試験手順の厳密化、公定検知法への採用等、行政検

査に用いられる公定検知法の早期確立、実用化に向けた取組の推進 

  ②精度向上等の検知技術の高度化に向けた研究開発 

  ③新しい照射食品の許可が行われる場合における監視・指導に係る新

たな対応の必要に応じた検討 

 （３）食品照射に関する社会受容性の向上 

   ①食品照射に関して国民との相互理解を一層進めるための国民にわ

かりやすい形でのデータの提供等の情報公開及び広聴・広報活動の

推進 

   ②放射線利用全体に関する広聴・広報活動及び放射線に関する基本的

な知識に係る教育の充実 

   

３．当委員会としても、本報告書の示す今後の取組に関する考え方を踏まえ、

本報告書の内容に関する国民との相互理解の充実等に努めます。 

また、当委員会は、今後、原子力政策大綱に示される政策の評価等の

定例的な取組の中で、２．に示したところについて関係行政機関等の当

該取組の状況を把握し、それを踏まえ必要な対応を図っていくこととし

ます。 
 

以   上 
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第１章 はじめに 

 

１－１．背景 

 放射線は、学術、工業、農業、医療、その他の分野で適切な安全管理の下で

利用されてきており、学術の進歩、産業の振興及び人類社会の福祉と国民生活

の水準向上に役立つなど、人類社会に大きな効用をもたらしている【参考１－

１～２】。こうした放射線利用技術のうち、「食品照射」技術は、公衆衛生の向

上や食品の品質保持などを目的として、食品に放射線を照射することにより、

殺菌、殺虫、発芽防止等を行う技術であり、世界各国で許可・実用化されてい

る。 

今後のわが国における原子力の研究、開発及び利用に関する施策の基本的考

え方を定めるものとして平成１７年に策定された「原子力政策大綱」において、

わが国においては、食品照射のように放射線利用技術が活用できる分野におい

て、社会への技術情報の提供や理解活動が不足していること等が課題として指

摘され、「食品照射については、生産者、消費者等が科学的な根拠に基づき、具

体的な取組の便益とリスクについて相互理解を深めていくことが必要である。

また、多くの国で食品照射の実績がある食品については、関係者が科学的デー

タ等により科学的合理性を評価し、それに基づく措置が講じられることが重要

である。」という今後の食品照射に関する取組の基本的考え方が示された。 

原子力委員会は、原子力政策大綱に示されたこの基本的考え方を踏まえ、２

００５年１２月に「食品照射専門部会の設置について（平成１７年１２月６日

原子力委員会決定）」により、食品照射専門部会を設置した。この専門部会は、

食品照射に関する内外の現状等について、９回にわたって調査審議を行うとと

もに、食品照射について国民の意見を聴く会を開催し、食品照射専門部会報告

書「食品への放射線照射について」（案）をとりまとめた。 

その後、同報告書（案）については、広く国民からの意見を公募するととも

に、同報告書（案）についてご意見を聴く会を２回開催して、あわせてのべ１

９８の個人・団体の方から４８４件の意見を得た。これらの活動を通じて、専

門部会は、学識経験者や消費者団体、食品関連産業、消費者など国民各層より

得た、賛成・反対・中立の立場からの多様な意見を審議の参考とした。 

本報告は、これらの審議結果を踏まえて、食品照射の現状や有用性、照射食

品の健全性の見通し等、消費者を含む関係者の今後の検討に資するところをと

りまとめたものである。 

 

１－２．基本的考え方 

 放射線を利用した技術は、医学、工業等の各分野において幅広く活用が進め
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られてきている。 

原子力政策大綱は、この放射線利用技術についての現状認識については、原

子力エネルギー利用（熱源としての利用）と並ぶものであるとして、その利用

にあたっての基本的考え方として、「放射線を利用した技術等は、学術研究、工

業、農業、医療活動等において利用される多種多様な技術の一つであり、他の

技術と比較して優位性のある場合や、放射線利用技術の固有の特徴が必要不可

欠な場合に採用されてきている。」としている。 

 「食品照射」は、放射線による生物学的作用（致死作用、代謝撹乱作用）を

利用して食品の衛生化（病原菌、寄生虫の殺滅）や保存性の延長（腐敗菌、食

害昆虫の殺滅、発芽防止や熟度調整）、あるいは化学的作用（重合、分解）及び

物理的作用（高分子化合物の高次構造変化）による改質効果を期待して、食品・

食品原材料に放射線を照射する技術であり、食品照射の有用な特徴の一つは非

加熱処理技術であることである。なお、放射線を照射された食品を「照射食品」

又は「放射線照射食品」という。 

 これまで、食品の衛生化や保存性の延長を加熱せずに行う「非加熱処理」が

求められる場合、化学薬剤の使用や冷蔵などによって実施されてきている。し

かし、対象とする食品によっては、期待される効用に関して、食品照射が他の

技術と比較して優位性のあることや、食品照射の固有の特徴が必要不可欠なこ

とについて検討し肯定的な判断が得られるとともに、安全が確保されることな

どについて一定の見通しがある場合には、当該食品に対する放射線照射の適用

に向けて必要な検討や取組を進めることが適切であると考える。 

 そこで、本報告では、第２章で食品照射を巡る現状を把握した上で、第３章

において食品照射の便益となる有用性について、第４章において食品照射の主

要なリスクとして考慮すべきと考えられる照射食品の健全性（注）について、第

５章において検知技術などの食品照射を巡るその他の課題について整理し、第

６章においてわが国における食品照射に関する今後の取組に関する考え方をと

りまとめた。 

 

 （注）ここでいう照射食品の健全性とは、照射食品の毒性学的安全性、微生

物学的安全性、および栄養学的適格性の３つの観点を合わせたもので

ある 1-3)。 
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第２章 食品照射を巡る現状 

 

２－１．食品照射を巡る動向 1-7) 

（１）経緯 

a.国内外の研究開発の進展 

放射線については、１８９５年のレントゲンによるＸ線の発見以降、そ

の利用についての様々な研究開発が進められた。１９５０年頃までに、食

品照射に関連する、放射線による殺虫、殺菌等の生物学的現象が発見され、

これらを食品の殺菌等に用いることが提案され、世界各国及び国際機関で

の食品照射に係る取組が始まることとなった。【参考２－１】 

はじめに大きな動きがみられたのは米国である。米国陸軍が１０年間に

わたる研究開発の成果に基づき、１９６３年、食品医薬品庁（ＦＤＡ）に

ベーコン及び穀物への放射線照射を申請し、許可された。しかし、食品医

薬品庁は、１９６８年、これらの実験方法等に欠陥があることが判明した

としてベーコンの許可を取消し、健全性評価及び法的許可の体制整備を行

うことになった。 

わが国も世界各国に遅れることなく取組を始め、１９６７年、原子力委

員会が「食品照射研究開発基本計画」を策定し、国家プロジェクトとして

食品照射の研究を開始した。その結果、その対象品目のうち、ばれいしよ

について、健全性に影響はないとの結果を踏まえて、１９７２年に食品衛

生法に基づく許可がなされ、１９７４年にはわが国で実用化された。以降

現在まで、新しい照射食品の許可はないが、ばれいしよについては、現在、

年間８千トン程度が発芽防止を目的として放射線照射されて出荷されてい

る。 

   また、照射食品の健全性評価についての国際的な取組も進められ、１９

７０年、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）及び国際原子力機関（ＩＡＥＡ）は

世界保健機関（ＷＨＯ）の助言に従い、わが国を含む２４カ国が参加する

「国際食品照射プロジェクト」を開始した。同プロジェクトは、１０ 

 ｋＧｙ（注）以下の線量を照射した食品を対象としたものであり、１９８１

年まで、国際的共同研究が行われた。 

 

（注）グレイ（Ｇｙ）とは電離エネルギーの吸収線量（エネルギー）の単位。1 

Ｇｙは、１ｋｇあたりに吸収された放射線のエネルギーが１ジュールで

あることを表す。食品中の微生物をほぼ完全に殺菌できる１０ｋＧｙの

吸収線量は、それが全て熱に変わったとして、その微生物と同量の水を

２．４℃温める程度のエネルギー量である。（１ジュール＝０．２４ 
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 ｃａｌ） 

 

b.照射食品の健全性についての国際的確認 

   国際食品照射プロジェクトやその他の関連研究で得られたデータは一連

の国際会議で総括され、１９８０年に、ＦＡＯ、ＷＨＯ及びＩＡＥＡの合

同会議は「いかなる種類の食品でも、総平均線量が１０ｋＧｙ以下で照射

された食品には毒性学的な危険性は全く認められない」と結論した 8)。こ

の結論に対して、ＷＨＯ加盟国における食品照射に対する国民からの不

安・批判があったため、１９９４年、ＷＨＯは、照射食品の健全性につい

て、過去に行われた国際的な検討あるいは各国の専門家委員会により検討

された膨大な量の研究と１９８０年以降に実施された科学的研究の再評価

を行い、その当時議論の的となった研究や指摘については特に注意深く評

価して、上記の結論を再確認した報告書「照射食品の安全性と栄養適性」
1)をまとめている。 

   さらに、世界各国での研究開発が進められ、１９９７年、１０ｋＧｙを

超える線量で照射した食品の健全性を明らかにすることとともに、照射す

る最高線量を規定する必要があるか否かを検討することを目的として、Ｗ

ＨＯの高線量照射に関する専門家委員会が１０ｋＧｙ以上を照射した食品

に関しても健全性評価を実施し、適正製造規範（ＧＭＰ：Good 

Manufacturing Practice）を前提として、意図した技術上の目的を達成す

るために適正な線量を照射した食品は、適正な栄養を有し安全に摂取でき

る旨の結論を下した 9)。 

この時点までの、世界各国での照射食品の健全性に係る研究報告は１，

２００件以上を数え、そのほとんどは健全性に関する問題はないと結論し

ている。なかには、疑問を呈する報告もいくつか存在したが、その指摘を

受けて各国で行われた多くの追試の結果は、そこで問題とされた現象は見

られないとし、またこれらについては、多くの場合、動物実験の測定誤差

や不適切な実験設計が原因で起きたものと結論している 2)。 

 

c. 照射食品の一般規格（コーデックス規格）の採択 

１９８０年のＦＡＯ、ＷＨＯ及びＩＡＥＡの合同会議を受けて、１９８

３年、国際食品規格委員会（コーデックス委員会）は１０ｋＧｙ以下の照

射食品の一般規格（コーデックス規格）【参考２－２】を採択した。同規格

の改定が、１９９７年、ＷＨＯの高線量照射に関する専門委員会の結論を

受けて、コーデックス委員会に提案されたが、２－アルキルシクロブタノ

ン類の安全性に関する疑問から、１０ｋＧｙ以上の照射については反対意
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見が提出された。最終的には、２００３年、「最高吸収線量は、正当な技術

目的を達成するのに必要な場合を除き、１０ｋＧｙを超えるべきではな

い。」とするコーデックス規格の改定案が採択された 10)。同規格には、食

品照射を適正衛生規範や適正製造規範、適正農業規範の代用として使うべ

きではないこと、低水分含量の食品類（穀類、豆類、乾燥食品など）の昆

虫による再汚染の防止を目的とする放射線処理を除き食品類は再照射して

はならないことなども記載されている。また、コーデックス委員会は、１

９７９年、品質を維持するとともに消費に適した安全な食品を生産するに

あたり、食品の効果的な照射処理を実施するための基本的な規範である「食

品の照射処理のための実施規範」も採択している 11)。 

なお、コーデックス委員会は、ＦＡＯとＷＨＯが１９６２年に合同で設

立した組織（わが国は１９６６年加盟）であり、国際食品規格などの策定

を通じて、消費者の健康を保護するとともに、食品貿易における公正な取

引を確保することを目的としており、そこが策定する規格は、１９９４年

以降、ＷＴＯ（世界貿易機関）協定のもとで、国際的な制度調和を図るも

のとして位置づけられ、各国における衛生植物検疫措置を原則、当該規格

に基づいて取ることが求められている 12)。 

 

d.食品照射の実用化を支援する国際的活動 

   研究開発の進展やコーデックス規格が採択されるにつれて、食品照射の

実用化を国際的に支援する活動も進められた。１９８４年、ＦＡＯ、ＩＡ

ＥＡ及びＷＨＯの共同で「国際食品照射諮問グループ（ＩＣＧＦＩ）」が結

成され、２００４年まで、食品照射分野の世界的な進展の評価、加盟国に

対する助言、食品照射に関する合同専門家委員会やコーデックス委員会に

情報提供などを行ってきた。 

 

（２）食を取り巻く社会状況と食品照射 

食は、我々が生きていくために欠かせないものであり、食品の衛生を確

保するとともに、食品の損耗を防いでその安定供給を確保することは、重

要な課題である。 

 

a.食品衛生の視点 

  i)食品衛生の確保と食品照射 

食品の供給に当たっては、食中毒を起こさないような手段をとることが

重要なことの一つであり、このためには食品に含まれる病原性微生物が一

定のレベル以下に抑制されている必要がある。また、寄生虫などの殺虫と
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いったことも必要である。現状では、この要請を満足するために、食品の

性状などを踏まえて、適切な技術による殺菌あるいは殺虫が行われ、さら

に各種規範に則った衛生管理が行われて、我々の食卓に届けられている。

しかしながら、食中毒は依然発生しており、各国で食中毒を予防する努力

が続けられている。 

そうした場面で利用される技術には、加熱処理や化学薬剤処理など様々

なものがあり、食品照射もその一つに含まれる。この食品照射は、サルモ

ネラ菌、カンピロバクター、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７など、食品衛生上

大きな問題となる病原性微生物の大部分を比較的低線量で殺菌することが

できるという特長を持っている。ただし、ウイルスは放射線に対する感受

性が低いため、食品の価値を損なわない線量範囲の照射で、完全に不活性

化することはできない 1,13,14)。 

 

  ii)わが国におけるより一層の食品衛生の確保の要請 

わが国では、食中毒の予防のために、食品製造・流通の現場における自

主衛生管理や各家庭における衛生意識の向上が図られている。しかしなが

ら、カンピロバクター、ノロウイルス、サルモネラ菌を病因物質とする食

中毒は依然発生しており、近年では、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による食

中毒も発生している。２００４年における、食中毒の件数は１，６６６件、

患者数は２８，１７５名となっている。【参考２－３】 

一方、最近の傾向として、単独世帯の増加、女性の就労者の増加等の社

会情勢の変化の中で、食の簡便化志向の高まりや外部化が進展し、外食、

加工食品が増加しており、２０００年には、国民が最終消費した飲食料費

のうち８割程度がそうした加工度を高めた形態で消費されている【参考２

－４】。また、生産段階でみると、国内生産１２．１兆円に対し、生鮮品の

輸入が３．２兆円、食品加工された最終製品の輸入が１．９兆円となって

おり、食品流通は国際化されつつあるといえる。このような新たな状況に

対応した食品の衛生化、貯蔵技術が求められる状況にある。【参考２－５】 

また、わが国においては、国民の「食と健康」及び「食の安全・安心」

に対する関心の高まりから、食生活の多様化や食品流通の国際化とも相ま

って、「食の衛生」への強い要望が生じてきており、より一層の食品衛生を

確保する取組が求められている。そうした求めを受けて、事業者において

は、様々な技術を利用して、食品に付着する生菌数を抑制するために、例

えばコールドチェーン（生産者から消費者まで冷凍や冷蔵状態で維持する

こと）を発達させるといった取組が行われている。２０００年に、全日本

スパイス協会から香辛料について微生物汚染の低減化を目的とする放射線
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照射の許可の要請が出されたのも、そうした取組の一つと理解される。 

 

  iii)食品衛生の確保策としての食品照射の世界各国での利用拡大 

世界各国においてもそれぞれの国情の中で、食品衛生の確保策としての

食品照射の利用拡大が進んでいる。 

香辛料については、微生物による汚染の可能性が比較的高く殺菌が必要

となる場合がある。しかし、香辛料の品質は熱に対して極めて不安定であ

るため、加熱殺菌方法を採用した場合には容易に色調、香味などに変化が

生じることもあり、世界各国で、殺菌技術の一つとして放射線照射が利用

されている。そして、香辛料は、食品品目の中では最も多くの国々で放射

線照射の許可対象となっており、ＥＵの全加盟国、カナダ、米国、オース

トラリア、ニュージーランドなど大半の先進国及びその他食品照射を実施

している幅広い国々において許可されている。 

また、肉類に対する放射線照射も欧米諸国で広がりつつある。米国疾病

管理予防センター（ＣＤＣ）によると、米国では、毎年、既知の病原体に

よる食品媒介疾患に１４００万人がかかり、１８００人の生命が奪われて

いると推定されている 15)。そのうち、サルモネラ菌による発症例は１３４

万人で５００人余りが死亡し、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７についても６万

２千人の感染があると推定されている。そのため、肉類を汚染している食

中毒菌に対する対応策の一つとして、放射線照射の効果が詳しく検討され、

近年、サルモネラ菌等の病原菌制御を目的に食鳥肉、牛肉などの赤身肉へ

の放射線照射が許可されてきている。なお、食鳥肉への放射線照射はオラ

ンダ、フランスなどでも許可されている 5,16,17,18)。 

 

b.食品の損耗防止、安定供給の視点 

  i)食品の損耗防止、安定供給面と食品照射 

食品は、損耗を防いで安定供給することが必要であり、必要に応じて、

その性状などを踏まえて、適切な技術を選択し発芽防止や成熟遅延といっ

た処理とその後の管理が施されている。 

   わが国では、ばれいしよの発芽防止のための放射線照射が実用化されて

おり、照射されたばれいしよは、全体の一部を担うだけではあるが、供給

量が減少気味となる端境期に出荷されており19)、安定供給に貢献している。

世界には、タマネギやニンニクの発芽防止のために放射線照射を行ってい

る国もある。 
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  ii)食品の損耗防止の必要性と食品照射の可能性 

また、視点を広げると、地球規模の食料確保という課題が存在する。現

在、世界人口は６０億人を超えており、国連人口予測によれば、２０２０

年には７５億人に達し、２０５０年には９０億人に近づくとされている16)。 

一方、耕地面積は、１９８０年頃以降、減少傾向にあり、砂漠化の進行

や熱帯雨林の消滅などによる耕作地縮小の危惧、灌漑に伴う塩分集積など

の土壌劣化、地下水の枯渇あるいは農地転用による農地消失の問題、さら

に、品種改良、栽培技術改善などによる農業生産性向上が限界に近いこと

も勘案すると、地球規模での食料生産量が今後大きく増加することは期待

できないと考えられている 20)。 

そうした食料生産の見通しに対して、食料の損耗量については、ＷＨＯ

の１９８８年の情報によると、世界の食料生産の約１／４～１／２が収穫

後に細菌やカビによる腐敗あるいは虫害で損失しているとされている 21)。 

食品照射は、こうした食品の損耗の全ての問題の解決にはならないもの

の、腐敗や虫害による食料損耗の低減に有効な選択肢であるとされている
16)。 

 

c.環境等への影響の視点 

  i)化学薬剤を用いる技術の使用の制限 

最近の動きとして、化学薬剤の使用が薬剤自身の毒性や環境への影響の

視点から制限される方向にあり、従来殺菌や殺虫の技術として利用されて

きたガス燻蒸や化学処理が制限されつつある。 

例えば、長年にわたって殺菌のために用いられてきたエチレンオキサイ

ドは、それ自身に毒性があり、食品中に残留して生体にとりこまれるとが

んを誘発する可能性があることから使用が制限されつつあり、わが国及び

ＥＵではその使用が認められていない。また、従来病害虫駆除のための燻

蒸剤として使用されてきた臭化メチルは、１９９２年にオゾン層破壊物質

に指定され、国連環境計画（ＵＮＥＰ）において、検疫など一部の使用を

除き、先進国においては２００５年まで、発展途上国においては２０１５

年までにその使用を禁止することとされている 22)。さらに、臭化メチルの

代替薬剤として挙げられているホスフィン類には、その使用により薬剤耐

性を有する害虫が発生する可能性が指摘されており、長期間にわたりこれ

が利用可能かどうかという点で懸念がある。 

 

  ii)代替技術としての食品照射の世界各国での利用拡大 

こうした動きは、諸外国において、食品照射の利用を促している。実際、
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香辛料の場合、これまで気流式過熱蒸気殺菌、エチレンオキサイド殺菌あ

るいは放射線照射が一般的な微生物制御方法として利用されてきたが、エ

チレンオキサイドの使用制限に伴い、近年、放射線照射される量が増えて

きている。また、米国では、病害虫駆除のために、国産生鮮青果物に放射

線を照射することは１９８６年に許可されていたが、臭化メチルの使用の

制限を受けて、２００２年には輸入生鮮青果物も放射線照射ができるよう

になった 13)。 

 

（３）国内外の照射食品の許可・実用化の状況 

a.全体概要 

食を取り巻く社会状況の変化に伴い、食品照射の有用性が認められ、照

射食品の許可・実用化が進捗してきており、２００３年 4 月現在で、食品

照射は５２ヵ国及び台湾で２３０品目が許可されている。また、その実用

化は、他の技術との比較衡量を経て、優位性がある場合に進められること

になるが、２００３年 4 月現在、３１ヵ国及び台湾で４０品目が実用化さ

れている 23)【参考２－６】。 

照射食品の流通量は、２００４年で約３０万トンと見積もっているデー

タ 4)があるが、必ずしも明確な統計データがあるわけではない【参考２－

７】。照射食品の内訳としては香辛料が多いと見積もられており、１９９１

年で約３万トン、２０００年には約９万トンに増えてきている【参考２－

８】。しかし、これら流通量は、世界における食品全体の流通量のごく一部

を占めるに過ぎず、全ての食品に対して食品照射が進められているわけで

はなく、他の技術との比較衡量を経て、優位性がある場合にその実用化が

進められているといえる。 

 

b.米国 

１９８０年代前半に健全性評価、法的許可の体制が整備された後、食中

毒菌などに対する対応策の一つとして、食品照射の効果が詳しく検討され、

１９８５年、寄生虫抑制を目的とした豚肉（生）への放射線照射が許可さ

れた。１９８６年には、成熟抑制を目的とした青果物への放射線照射、殺

虫を目的とした全食品への放射線照射、殺菌を目的とした香辛料・調味料

への放射線照射、１９９０年以降、病原菌制御を目的とした食鳥肉、牛肉

などの赤身肉、卵（殻付き）への放射線照射などが許可されてきた 4,24)。【参

考２－９】 

また、照射食品流通量について、米国内事業者からの最新情報では、香

辛料消費約５０万トンの１／３がエチレンオキサイド殺菌、蒸気殺菌ある
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いは放射線照射のいずれかで殺菌処理されており、食品照射されたものが

約７万８千トンあるといわれている。 

 

c.ＥＵ（欧州連合）【参考２－１０】 

ＥＵの食品科学委員会は、１９８７年および２００３年に照射食品の健

全性評価結果を報告書にまとめている。照射効果などの放射線化学的評価

なども踏まえ、１０ｋＧｙ未満の照射食品については、適正な毒性学的デ

ータ、微生物学的データ、栄養学的データ及びその他技術的データが示さ

れている特定の食品の種類と照射線量についてのみ是認するとともに、こ

の時点では１０ｋＧｙ以上の毒性学的データは非常に限られているので、

１０ｋＧｙの上限を撤廃できないとする結論を出している 25)。 

照射食品の扱いについての統一規制の制定を進め、１９９９年、食品照

射に関する一般原則、許可条件、技術的事項（線源、表示義務等）につい

てのＥＵ指令を制定するとともに食品照射許可品目についてのＥＵ指令を

制定した。食品照射許可品目についてのＥＵ指令において、香辛料類を域

内の統一許可品目とした 4)。すなわち、香辛料類については、ＥＵにおい

て統一的に許可されるものとされ、その他の品目については、現在、各国

で個別の許可によって認められることとなっており、その取扱いは国によ

って異なる状況となっている。例えば、ニンニクについては、フランス、

イタリア、英国、ベルギーなどで許可されている。 

照射食品流通量は、２００２年で、オランダ７千トン（うち香辛料類４

千トン）、ベルギー７千トン（うちカエル足３千トン）、フランス５千トン

（うち鳥肉類３千トン、香辛料類１千トン）といった情報があり、それら

を合計すると約２万トンとなる 4,26)。 

 

d.オーストラリア／ニュージーランド 4)【参考２－１１】 

オーストラリア及びニュージーランドの両国間で食品に係る基準（オー

ストラリア・ニュージーランド食品基準機関：ＦＳＡＮＺ）が統一されて

おり、食品照射については、２０００年に今後許可していく方針が決定さ

れ、２００１年に香辛料類、２００３年に熱帯果実が許可されている。 

 

e．アジア諸国 

 アジア地域の２００４年の照射食品の流通量は、ＩＡＥＡによると約１

７万トンであるといわれている。そのうちもっとも流通量が多いのは中国

であり、ニンニク、乾燥野菜、調味料等が照射され、その量は約１４万ト

ンといわれている 4)。その他、ベトナムなど東南アジアの多くの国におい
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ても食品照射が行われている。 

f.日本 

ばれいしよの発芽防止のための放射線照射が１９７２年に許可され、１

９７４年、実用化された。現在、年間約８千トンのばれいしよが放射線照

射され、国内のばれいしよ供給の端境期である３月下旬～４月に出荷され

ている。 

その後、消費者団体の反対運動もあり、事業者などから照射食品の品目

拡大の要望は特段なく、しばらく新たな許可に係る動きはなかったが、２

０００年に、全日本スパイス協会から香辛料について微生物汚染の低減化

を目的とする放射線照射の許可の要請が出された。現時点においては、こ

れ以外の品目について、具体的に要請されているものはない。 

 

（４）食品照射に対する社会的関心 

世界各国で、食品照射に関しては、肯定的な見解ばかりではなく、慎重

な見解や反対する見解が存在している。例えば、オーストラリア／ニュー

ジーランドが食品照射を許可するに際して行ったパブリックコメントにお

いても様々な懸念の表明が見受けられるが、これらに対して、オーストラ

リア・ニュージーランド食品基準機関（ＦＳＡＮＺ）は詳細に科学評価に

基づく見解を示している。 

わが国においても、１９７２年にばれいしよの発芽防止のための放射線

照射が許可された以降において、慎重な見方や反対する見方は存在してお

り、消費者団体による反対運動もあった。わが国においてはその後、コー

ルドチェーンの進展や発芽防止に化学薬剤（毒性の問題により使用できな

い品目もある）が使用されたことなどもあり、食品照射が他の技術と比較

して、著しく優位性があるとはいえない状況が続き、国内的にあまり議論

が行われずに来たといえる。 

海外においては、１９８０年代から徐々に食品照射の実用化が進み、衛

生確保における放射線照射の有用性に対する認識の高まりや化学薬剤の使

用を制限せざるを得ない状況から、２０００年前後より更に食品照射への

取組が進んだ。わが国においても２０００年に全日本スパイス協会から香

辛料への放射線照射の許可の要望が国に出され、それに対し消費者団体が

連名で全日本スパイス協会に、必要性や安全性が疑問として反対を申入れ

るといった動きがあったが、その後十分に議論がなされることはなかった。 

食品照射に限らず他の工業等の利用分野においてさえ、放射線全般に対

する消費者のイメージを懸念する関係者が放射線利用についてあまり積極

的に言及しない風潮があるのではとの見方もあり、一部公的機関の研究者
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を除いて、食品照射の有用性について積極的に発言されることはなく、食

品照射に対する国内的関心は必ずしも高くない。 

民間組織が行ったアンケート調査の結果によれば、かなりの割合で食品

照射についてそもそも知識を持っていないこと、放射線について知らない

ことが怖いと思う理由につながること、放射線に関することについては恐

怖感に関わりなくもっと知りたいと思っていること、などが報告されてい

る 27)【参考２－１２，１３】。 

また、２００６年５月１０日東京都内で当専門部会が行った「食品照射

についてご意見を聴く会」でも、情報の提供を求める声が多く出された。

さらに、このご意見を聴く会では照射食品の表示について、消費者が選択

できるようにするべきといったご意見や、今後どのように対処するのかと

いう疑問の声が出たほか、放射線に関する教育の充実を求める意見なども

出された。 

これらのことから、現状においては、食品照射や照射食品に関する国民

との相互理解を深めていくことも今後の大きな課題であり、そのためには

関係者による国民への情報提供や理解活動の充実とともに、国民がそのよ

うな機会を積極的に活用できるような生涯学習の仕組みの工夫も関係者に

求められているといえる。 

 

２－２．わが国の照射食品に関する法制度等 

（１）照射食品の許可及び表示 

現在、照射食品について、わが国では、食品衛生法第１１条に基づき定

められる「食品の製造・加工基準、保存基準」において、原則禁止とした

上で、ばれいしよに対する放射線照射のみ許可している【参考２－１４～

１７】。新たな食品への放射線照射が認められるためには、食品安全行政の

観点から当該食品の安全性等について、食品衛生法及び食品安全基本法に

基づく検討・評価が行われ、上記基準において許可される必要がある。具

体的には、検討・評価の対象となる個別の食品について、リスク管理機関

である厚生労働省で食品衛生法に基づき検討が行われ、厚生労働大臣の許

可を受ける必要があり、その際に厚生労働大臣は、食品安全基本法に基づ

き、リスク評価機関である食品安全委員会から意見を聴かなければならな

いこととなっている。ここで、食品安全委員会は、当該食品に関するリス

ク評価（食品健康影響評価）を行い、評価結果について意見を通知するこ

ととなっている。【参考２－１８】 

なお、現在、上記基準で許可されている照射食品を流通する際には、再

照射を防止する観点から、食品衛生法に基づき、放射線を照射した旨を容
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器包装を開かないでも容易に見ることができるように当該容器包装又は包

装の見やすい場所に表示することが義務付けられている。また、消費者の

商品選択に資するために飲食料品の品質に関する表示を義務付けているＪ

ＡＳ法（農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律）において

も、照射食品（容器に入れ、又は包装されたものに限る。）について、同様

に放射線照射されている旨を表示することが義務付けられている。 

 

（２）照射食品等への監視・指導 

わが国では、食品衛生法に基づき、照射食品や食品照射を行う施設に対

する監視・指導が以下の通り行われている【参考２－１９】。 

現在、輸入食品の監視に当たっては、食品衛生法に違反する食品の流入

を防ぐため、輸入時には厚生労働省が毎年度定める「輸入食品等監視指導

計画」に基づき国の食品衛生監視員によって、国内流通時には都道府県等

が毎年度定める「食品衛生監視指導計画」に基づき都道府県等の食品衛生

監視員によって監視・指導が行われている。その際、食品衛生法で認めら

れていない照射食品への対応として、輸入された個々の食品について輸入

時に製造方法を確認しているほか、過去の違反事例や海外情報等により食

品に対し放射線照射を行っている可能性がある国からの食品であって殺菌

処理を行っている場合には、輸入者を通じて製造者からの文書を入手し、

食品に対して放射線照射が行われているかどうかの確認がなされている。

放射線の照射が確認され、食品衛生法違反であることが判明した場合には、

規制当局により、廃棄・積戻し等の措置が行われることとなる。平成１３

年１月から平成１８年３月の期間において、輸入食品への監視・指導によ

り食品への放射線照射が見つかった事例は５件、輸入食品の国内での流通

時の監視・指導により食品への放射線照射が見つかった事例は１件となっ

ている。 

また、わが国において、照射食品に関し、食品衛生法に基づく行政処分

をするか否かを判断するために用いる検知法として公的に認められている

技術（以下、「公定検知法」という。）は現在のところないが、厚生労働科

学研究費補助金による、公定検知法の確立を目指した検知技術に関する研

究が行われている。 

国内における食品に放射線照射する施設については、都道府県等が毎年

度策定する「食品衛生監視指導計画」に基づき、放射線照射施設の営業許

可施設の監視・指導が実施されているが、現在は、対象施設は１か所であ

る。 
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第３章 食品照射の有用性 

 

新しい技術が採用されるのは、一般的に、他の技術に対する優位性、固有の

特長がある場合であり、その際には技術の有用性（必要性）が重要になる。食

品照射の有用性について内外の状況等からの現状認識をとりまとめた【参考３

－１～７】。 

 

３－１．一般的事項 

食品照射は、食品に放射線を照射して、病原性細菌、腐敗菌、害虫、作物の

生細胞において、放射線により生成するフリーラジカルがＤＮＡに対して作用

することにより細胞死が起こることなどを利用して、食品の殺菌、殺虫、発芽

防止などを行うものである。放射線の照射量で作用の程度が変わるため、それ

ぞれの目的に応じた量の放射線を照射することになる。フリーラジカルは、一

般の加熱処理の際にも食品の中で生成され、放射線照射の際よりも生成量は多

いとされている。放射線照射と加熱調理のいずれにおいても、生成されるフリ

ーラジカルの性質は基本的に同じで区別できず、短期間で消滅するとされてい

る。 

 

表１．食品照射の応用区分、対象品目、線量 13) 

応用区分 対象品目 線量(ｋＧｙ) 

発芽防止 ばれいしよ、タマネギ、ニンニク、甘藷など 0.03～ 0.15 

殺虫及び不妊化、 

寄生虫殺滅 

穀類、豆類、果実、カカオ豆、豚肉など 0.1～ 1.0 

成熟遅延 生鮮果実、野菜など 0.5～ 1.0 

品質改善 乾燥野菜、コーヒー豆など 1.0～10.0 

病原菌の殺菌（胞子非

形成型病原性細菌） 

冷凍エビ、冷凍カエル脚、食鳥肉、畜肉、飼

料原料など 

1.0～ 7.0 

腐敗菌の殺菌（貯蔵性

向上） 

果実、水産加工品、畜産加工品、魚など 1.0～ 7.0 

殺菌（衛生化） 香辛料、乾燥野菜、アラビアガムなど 3.0～10.0 

滅菌（完全な殺菌） 宇宙食、病院食 20.0～50.0 

 

３－２．食品照射の便益とリスク 

（１）食品衛生面の便益 
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食品は、食品衛生の観点から、必要に応じて、食品の性状に応じた方法

で殺菌や殺虫が行われることになる。その方法の一つとして、食品照射が

世界で広く利用されていることは、以下のような特長による。 

 

a.優れた殺菌能力 

サルモネラ菌、カンピロバクター、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７など、食

品衛生上大きな問題となる病原性微生物の大部分を比較的低線量で滅菌す

ることができる。また、放射線（ガンマ線）は透過力が優れており、食品

の形状を問わず、食品内部までほぼ均一な処理が可能である。 

 

b.温度上昇を伴わず、品質への影響が少ない 

食品照射は、食品の温度をほとんど上昇させることのない、優れた非加

熱処理技術であるため、加熱による変質や香気成分の揮散を起こさずに殺

菌することが可能である。従って、生鮮食品、冷蔵・冷凍食品や香辛料、

乾燥野菜など、加熱することに制約のある食品に対しても適用できる。上

記 a の特長との組み合わせにより、例としては、肉類における腸管出血性

大腸菌Ｏ１５７の殺菌や香辛料における各種微生物の殺菌を行うことがで

きる。また、化学薬剤処理の問題点である残留といった問題もない。 

 

c.作業性の良さ 

殺菌、殺虫といった作業を行う際、食品の形状を問わない、連続で大量

処理が可能、包装後に処理が可能、消費エネルギーが小さいことは、作業

を効率的に進めることに寄与する。このことは同時に作業の確実性あるい

は、経済性の向上にもつながる。 

 

以上、食品照射の優れた殺菌能力や、温度の上昇が少なく、品質への影

響が少ないという特長は、衛生的で高品質な食品を供給することにつなが

る。そこで、食品照射は、加熱のできない各種の生鮮物、冷蔵品、冷凍品、

あるいは香辛料、乾燥野菜などの殺菌に適しており、そうした食品を中心

に、数多くの国で照射食品の許可、実用化が進捗した。また、作業性の良

さは、直接的には事業者の便益であるが、その結果として、市場に安全な

食品が安定的に供給されることは、消費者の便益につながるものである。 

 

（２）食品損耗の防止面の便益 

食品は、損耗を防止し安定供給を行うために、必要に応じて、発芽防止、

成熟遅延、殺菌（腐敗菌の殺菌）、殺虫などの処理が行われている。その方
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法の一つとして、温度の上昇が少なく、品質への影響が少ないことや、化

学薬剤の残留がないこと、作業性が良いことという特長から、食品照射が

世界各国で利用されている。 

わが国でも、現在、年間約８千トンのばれいしよが発芽防止の目的で放

射線照射され、端境期に出荷されている。 

また、将来の世界の人口増加と食料生産量の関係の厳しい見通しに対し

て、食品照射は、食品の損耗の全ての問題の解決にはならないが、腐敗や

虫害による食料損耗の低減に有効な選択肢であるとされている。 

 

（３）食品照射のリスク 

食品に何らかの処理をする場合、便益の一方でリスクも存在する。食品

照射の主要なリスクとして、照射食品の健全性を考慮すべきであり、第４

章に整理した。 

 

（４）技術の選択肢を増やす必要性 

a.技術にはそれぞれ便益とリスクがあり、状況に応じて選択される 

食品衛生の確保や食料損耗の防止のための技術としては、加熱処理の他

に、非加熱処理方法として、ガス燻蒸・化学処理、雰囲気制御、冷凍・冷

蔵、食品照射などの様々な技術が実用化されている。食品の性状は様々で

あるので、それぞれの食品においては、その性状を踏まえつつ、それぞれ

の技術の優位性や固有の特徴をもとに、採用される技術が選択されること

になる。 

食品照射の便益などについてこれまで述べてきたところであるが、それ

ぞれの技術には、それぞれ固有の便益とリスクがある。加熱処理は、広く

適用されているが、加熱が制約されるものへの使用は制限される。化学処

理は、コストが安い反面、化学薬剤の使用が環境への影響や薬剤自身の毒

性から制限される方向にあり、将来、既存の方法が制約を受ける可能性も

ある 28)。 

国際機関のＩＣＧＦＩは、食品照射と他の方式について、適用できる範

囲や規制上の課題などの比較評価を行った報告があり、また、オーストラ

リア／ニュージーランドは、放射線照射を許可する場合と許可しない場合

の便益とリスクの評価を行ったことがある。前者は定性的な比較を行った

ものであるが、後者では、消費者、産業界、政府にとって利益があるとし

て、香辛料等への放射線照射を許可するに至っている 28,29)【参考３－８】。 
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b.技術の選択肢を増やすこと。その一つとしての食品照射 

わが国においては、既存の技術により食品衛生が確保されているものの、

食中毒は依然発生しており、食生活の多様化に対応できるより一層の食品

衛生の確保が求められる。一方で、将来、化学処理等既存の方法が制約を

受ける可能性もあることも踏まえると、健全性についての慎重な議論を経

て、新しい技術が許可され、必要なときに使える技術の選択肢を増やすこ

とは、今後も食品の衛生を確保していく観点から有益であると考えられる。

さらに、世界的に食糧需給が逼迫化する恐れのある中で、食料の損耗を防

止する技術の選択肢を増やすことは望ましいことである。 

食品照射は、既に国内外で事業として成立している実績があり、コスト

やエネルギー消費といった面も含めて他の技術と比較衡量すると、わが国

で対象となる食品数を増したときに食品照射の利用が拡大しうることにつ

いて一定の見通しがあるので、現実に技術の選択肢となりうると考えられ

る。例えば、ばれいしよの発芽防止のような低い線量の照射コストは、１

トンにつき１０～１５米ドルの範囲で（日本でのじゃがいも照射のコスト

は２～４円／キログラム程度）、衛生的な品質を確保するための香辛料の照

射のような高い線量の照射コストは、１トンにつき１００～２５０米ドル

の範囲であり、これらのコストは他の処理技術に比べて十分に競争力があ

るとされている 30)。 

なお、食品照射を採用する場合にも、他の技術を採用する場合と同様に、 

食品衛生の一般原則に則った管理は、当然行われるべきである。食品照射

の場合、コーデックス規格 10)において、照射される食品及びその包装材に

ついて、それら規範に則った管理を行うことが技術的条件として規定され

ている。 

 

３－３．食品の貿易に貢献するものとして 

照射食品は国際市場に流通しており、わが国において、新たな食品への放射

線照射を認めることは、食品貿易の拡大に貢献し、ひいては、われわれの食生

活の多様化、高度化に貢献するものと考えられる。 

なお、放射線照射は、殺虫・検疫処理の有望な手段として認識されており、

２００３年に、植物検疫措置に関する国際基準の中に、「放射線照射を検疫処理

に用いるための指針」が定められ、国際植物防疫条約において認知された検疫

措置として、放射線照射が挙げられていることにも留意するべきである【参考

３－９，１０】。 
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３－４．香辛料への放射線照射の有用性 

原子力政策大綱において、「多くの国で食品照射の実績がある食品については、

関係者が科学的データ等により科学的合理性を評価し、それに基づく措置が講

じられることが重要である。」とされているが、現在、世界で最も多くの国で食

品照射の実績がある食品は香辛料であり、その有用性等についての現状認識を

とりまとめた。 

 

（１）香辛料の衛生確保の必要性 

香辛料は、主として熱帯、亜熱帯、温帯地方で産出する植物の種子、果

実等から得られる物質であり、飲食物に風味を付与したり、着色したりす

るとともに、食欲増進、消化吸収を助けるといった働きがあるものの総称

とされている 31)。 

産出された香辛料については、その産地の状況から微生物による汚染が

著しく、１ｇ当たり１０万個から１００万個以上の微生物で汚染されてい

るものもある。これらの微生物の多くは有芽胞菌であり、加熱しても死滅

しにくいとされている 20)【参考３－１１，１２】。 

食中毒防止の観点から、そうした有芽胞菌の殺菌が求められ、わが国で

は、食品衛生法において、「食肉製品および魚肉練り製品を製造する場合、

使用する香辛料は、その１ｇあたりの芽胞数を１，０００個以下にするこ

と」を義務付けており、海外でも、国際市場で流通する香辛料原料に対し

て、微生物汚染や害虫類の混入などを厳しく規制している。 

そうした微生物汚染に対して、産地での微生物制御は極めて難しいため、

輸入国で気流式過熱蒸気殺菌、エチレンオキサイド殺菌、放射線照射によ

って殺菌が行われてきた。しかし、近年、多くの国で、エチレンオキサイ

ドによる殺菌は毒性の懸念から禁止されている。現在、わが国における香

辛料の殺菌には、気流式過熱蒸気殺菌だけが唯一の方法となっている31)【参

考３－１３】。 

 

（２）香辛料の衛生確保における放射線照射の有用性 

a.香辛料の殺菌における制約と世界各国の対応 

香辛料は、そもそも熱に対して高い感受性を有するものであり、気流式

過熱蒸気殺菌により充分な殺菌効果を得ようとすると、種類によっては、

色調、香味等の変化が生じ、天然価値が減じることがある。特に、加工用

の香辛料には、食品の衛生保持の観点からの菌数の制限があり、その一方

で香味等への影響を抑えることも求められ、気流式過熱蒸気殺菌ではそれ

ら全ての要請に対応するのは困難な状況にあると考えられる。 
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そこで、世界各国で、香辛料に対する非加熱処理が模索され、研究開発

の結果、要求される殺菌レベルを満たすことが可能な非加熱処理技術とし

て放射線照射技術が確立し、世界で幅広く用いられる状況となっている。 

 

b.わが国において存在する香辛料の殺菌における制約 

わが国においては、香辛料の年間輸入量は５～６万トンと推定されるが、

気流式過熱蒸気殺菌を唯一の選択肢として、事業者の努力によって衛生的

な香辛料が供給され、香辛料が食中毒の原因となった事例は報告されてい

ない。 

しかしながら、特に、加工用原料としての香辛料は、気流式過熱蒸気殺

菌によって、求められる殺菌レベルが達成されているが、香味等への影響

が小さくなく、加工用原料として思うように香辛料を使えない、あるいは、

本来の性質をある程度失って加工用原料として出荷されている、という現

状がある。 

食品照射は、食品の衛生の確保や損耗防止の一つの技術であるが、香辛

料においては、既存の方法において存在する制約を取り払い、衛生的かつ

高品質なものを市場に供給することのできる方法として、世界で幅広くそ

の有用性が認められ実用化されている状況にある。わが国においても、そ

の有用性を享受することを排除するべき理由はない以上、その実用化につ

いて検討するべきものと考えられる。 

 



 

 20

第４章 照射食品の健全性の見通し 

  

食品照射が有用な技術であるとしても、放射線照射された食品が健全でなけ

れば、食品照射という技術を食品取扱い技術の選択肢の一つとすることはでき

ない。ここでいう照射食品の健全性とは、照射食品の毒性学的安全性、微生物

学的安全性、および栄養学的適格性の３つの観点を合わせたものである 1-3)【参

考４－１】。 

照射食品の健全性に関する知見については、わが国や各国、さらには国際的

な機関が実施した大規模な調査・研究により蓄積され、複数の学術的な報告書

が公開されている。それらの知見を基に、食品照射の主要なリスクと考えられ

る照射食品の健全性についての見通しを以下のようにとりまとめた。 

 

４－１．食品照射を行う前提条件 4,10,13) 

生鮮食料品に過剰な線量を照射すると、その食品本来の特性や商品価値を失

う可能性があり、また、照射前後の管理が不十分な場合、生き残った微生物な

どが増殖する危険性がある。 

コーデックス規格では、一般条件として、以下を必要としている。 

ⅰ）食品照射の正当性は、技術的な必要性のある場合や消費者の健康上の利

益となる場合、及びその両方の場合に認められること 

ⅱ）食品照射を適正衛生規範（ＧＨＰ：Good Hygienic Practice）と適正製

造規範（ＧＭＰ：Good Manufacturing Practice）、または適正農業規範

（ＧＡＰ：Good Agricultural Practice）の代替として用いるべきでは

ないこと 

ⅲ）線量が技術的及び衛生上の目的に見合っていること 

ⅳ）適正照射基準（ＧＩＰ：Good Irradiation Practice）に適合しているこ

と 

ⅴ）食品及び容器包装が適切な品質、かつ許容できる衛生状態であり、放射

線照射処理に適していること 

ⅵ）適正製造規範（ＧＭＰ）に則って放射線照射前後に対象となる食品及び

容器包装が適正に取扱われていること 

 

４－２．安全性（毒性学的安全性、微生物学的安全性）の見通し 

（１）毒性学的安全性 

毒性学的安全性とは、照射食品の急性毒性、慢性毒性、発がん性、変異

原性、遺伝毒性、催奇形性等に関する安全性である。これに関しては、非

常に多くの動物実験が過去数十年にわたって実施されてきた。 
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a.わが国の原子力特定総合研究 

わが国の原子力特定総合研究では、同研究が終了する１９８８年までに、

ばれいしよ（照射される放射線の種類：ガンマ線、その目的：発芽防止、

以下同様に示す）、タマネギ（ガンマ線、発芽防止）、米（ガンマ線、殺虫）、

小麦（ガンマ線、殺虫）、ウィンナソーセージ（ガンマ線、殺菌）、水産ね

り製品（ガンマ線、殺菌）、みかん（電子線、表面殺菌）の７品目に対し、

慢性毒性、繁殖性、催奇形性、変異原性、遺伝毒性など多くの毒性学因子

に関する何百もの研究が実施され、その結果が検討・評価された 32-35)。そ

の結果は、 

i)照射による毒性物質の生成を調べる化学的検査において、照射による

影響と見られる成分変化は認められない 

ii)照射した食品の慢性毒性、繁殖性、催奇形性などに及ぼす影響を調べ

た動物実験において、影響が見られない 

iii)照射した食品の染色体や生殖細胞に対する遺伝的な影響を調べる変

異原性試験や遺伝毒性試験において影響が見られない 

というものであった。この結果に基づいて、７品目それぞれに適性線量（照

射目的が達成でき、食品として適性が維持される線量）が明らかにされた

（ばれいしよ：７０～１５０Ｇｙ、タマネギ：２０～１５０Ｇｙ、米及び

小麦：２００～５００Ｇｙ、ウィンナソーセージ：３～５ｋＧｙ、水産ね

り製品：３ｋＧｙ、みかん：１．５ｋＧｙ）。 

 

b.ＷＨＯの評価 

ＷＨＯは、各加盟国における食品照射に対する消費者からの不安・批判

があったため、過去に行われた国際的な検討あるいは各国の専門家委員会

により検討された膨大な量の研究と共に 1９８０年以降に実施された科学

的研究も検討・評価し、特にその当時議論の的となった研究や指摘につい

て注意深く評価して、１９９４年、報告書「照射食品の安全性と栄養適性」
1)において、 

i)入手可能な科学的な文献の再検討の結果、食品照射は十分に検証され

た食品処理技術であることを示している。安全性についての研究結果

は、現在までのところ有害な影響を示していない。食品照射は、貯蔵

期間を延長し、微生物などの有害生物を不活性化することで、より安

全で豊富な食品の供給を保証することができる。 

ii)なお、慢性毒性、生殖毒性、催奇形性など多くの毒性学的因子を評価・

検討した結果、対象とする因子によっては、評価・検討の対象となる

研究報告が少ないものもあるが、照射食品の摂取による毒性学的な影
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響はない、という研究結果で一致している。 

ということを確認している。なお、同報告書では、中国において、医大生

男女７０人の健康なボランティアに対する照射食品の試食試験が実施され、

非照射食品を与えたグループと照射食品を与えたグループの間で有意な差

はなかったとする結果もまとめられている。 

さらに、世界各国で研究開発が進められ、１９９７年、ＷＨＯの高線量

照射に関する専門家委員会は１０ｋＧｙ以上の線量を照射した食品に関し

ても健全性評価を実施し、意図した技術上の目的を達成するために適正な

線量を照射した食品は、適正な栄養を有し安全に摂取できる旨の結論を下

した 9)。 

 

c.香辛料について 

香辛料への放射線照射した場合の分解生成物については、香辛料に放射

線を８０ｋＧｙ照射するとアルデヒド・有機酸類などの酸化物が微量生成

されるが、１０ｋＧｙの場合ほとんど検出されないとされている 36,37)。毒

性試験による評価については、香辛料にはもともと変異原性物質や刺激性

物質が含まれているため長期毒性試験を実施することが難しい。ハンガリ

ーでは、催奇形性試験、遺伝毒性試験について、代表的な香辛料の混合物

（パプリカ５５％、黒コショウ１４％、コリアンダー９％、オールスパイ

ス９％、マジョラム７％、クミン４％、ナツメグ２％）にコバルト６０か

らのガンマ線を１５ｋＧｙ照射したものを被験試料として実験が行われた。

その結果、照射香辛料でラットやマウスを飼育試験した場合、その生育に

は照射、非照射による差は認められず、また、照射によるそれらの催奇形

性や遺伝毒性の発現は認められなかった 38,39)。さらに、照射香辛料による

変異原性試験でも、照射による変異原性は認められていない 40)。また、わ

が国で実施した４種類のスパイス（黒コショウ、赤トウガラシ、ナツメグ、

パプリカ）についてのエームス試験の結果 41)においても変異原性は認めら

れていない。 

 

（２）微生物学的安全性 

微生物学的安全性とは、照射食品に生残する微生物による影響や照射に

よる微生物の突然変異に関する安全性である。放射線は、その物理化学的

作用で微生物を殺滅または不活性化させる化学変化を誘発する。その線量

レベルは、存在する微生物を完全に殺滅するには十分ではないが、微生物

数やその種類を著しく減少させるには十分な線量に設定される。一方、放

射線照射が、病原性や毒性または放射線などに対して抵抗性が増大した突
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然変異株の誘発を増加させるのではないかという懸念が指摘されているが、

そのような誘発が生じているとの科学的な証拠は得られていない 1)。 

食品の中には、一般に、アフラトキシン等のカビ毒（マイコトキシン）

を産生する可能性がある糸状菌類やボツリヌス菌で汚染されているものが

ある。例えば、アフラトキシンは、日本、ＥＵ、米国で輸入食品に対する

規制が行われている。アフラトキシンの汚染が見つかった事例としては、

わが国では、平成１７年度輸入食品監視指導計画に基づく監視指導結果に

よると２００５年度にナツメグ、バジルシード、トウガラシで併せて１５

件、その他のもの（トウモロコシ、落花生、ハトムギ等）で１３９件とな

っており、欧州では、ＥＵ諸国の食品・飼料の危害情報の報告（ＲＡＳＦ

Ｆ年次報告）によると２００５年にトウガラシやパプリカなどの香辛料で

４８件、その他のもの（果物・野菜、ナッツ類等）で８９９件となってい

る。 

放射線照射処理により、アフラトキシンの産生能が増加すると指摘され

た（Jemmali & Guilbot(１９６９), Applegate & Chipley（１９７３）, 

Priyadarshini & Tulpule（１９７９））ことに対し、他の研究者は、放射

線照射によるアフラトキシンの産生能は増加せずむしろ減少することを見

出した。ＷＨＯは、科学的知見に基づく総合的な評価として、ＧＭＰに基

づく適正な条件で貯蔵した照射食品のアフラトキシンレベルの増加という

危険性は存在しないと結論した 1)。また、ボツリヌス菌についても同様の

試験が行われているが、毒素産生能への影響は認められなかった 1,42)。 

以上により、安全性についての研究結果が現在までのところ有害な影響

を示しておらず、安全性について一定の見通しは得られているものと考え

られる。 

 

４－３．栄養学的適格性の見通し 

食品照射は、主要栄養素及び微量栄養素の両方に変化を起こし得るがその変

化量は少ない 1)。１０ｋＧｙまでの線量では、それらの主要栄養素の顕著な破

壊は観察されていない。５０ｋＧｙ程度の高い線量の場合、化学分析を行うと

多種類の栄養素の含有量が減少することが検出されるが、その変化量は小さく、

また、生成物は放射線照射に特有なものではないことがわかっている 9)。また、

タンパク質に対する放射線照射の影響は加熱と同様であり、その変化量は加熱

と比較して小さい場合が多いとされるとともに、肉や魚をはじめとして多くの

食品で滅菌線量を照射しても、必須アミノ酸への顕著な影響は観察されなかっ

た。 

ビタミン類には、ビタミンＢ1などのように放射線照射によって破壊され易い
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ものがある。しかし、放射線の効果はビタミンの種類によって異なるとともに、

食品の種類によっても異なるため、栄養素摂取の観点からは、全体の食事に対

するその食品の寄与率に左右されることを考慮すべきである。香辛料について

考えると、香辛料の１日当たりの摂取量は食品全体から見て非常に小さいと推

定され、香辛料本来の使用目的からしても栄養学的影響は無視できるレベルと

されている。一方、ミネラルは放射線感受性が低いので放射線照射による損失

は無視できる。 

以上より、食品照射による栄養学的適格性についても見通しが得られている

といえる。 

 

４－４．個別に指摘されてきた事項 

 以上に述べてきたことのほか、照射食品の健全性に係る事項として、今まで

指摘されてきたことについて、これまでの知見を整理すると以下の通りである。 

 

（１）誘導放射能の生成 1) 

食品照射に用いる電離放射線のエネルギーには、食品の構成元素に誘導

放射能を生成する可能性がある核反応のしきい値を考慮して上限が設けら

れており、それを超えなければ、放射線測定感度の高い測定装置で測って

も検知できるほどの誘導放射能は生成されない。コーデックス規格 28)で定

めている、照射する放射線のエネルギーの上限は、電子線１０ＭｅＶ、Ｘ

線及びガンマ線５ＭｅＶであり、使用されるガンマ線源とそのエネルギー

は、コバルト６０が１．１７３ＭｅＶ及び１．３３３ＭｅＶ、セシウム１

３７が０．６６２ＭｅＶとなっている。 

 

（２）放射線の照射により生じる化学反応 1) 

食品照射は加熱処理と同様に、物理的な方法である。すなわち、電離放

射線のエネルギーが食品に吸収されると、励起分子が生成され、この分子

が解裂またはイオン化を引き起こす。さらに化学結合が切断され、電荷を

有するフリーラジカルが生成される。フリーラジカルは、非常に不安定で

化学反応を起こし易く、ほとんど瞬間的にその反応が起きて、食品中に分

解生成物ができる。分解生成物は、そのほとんどが加熱でも生成すること

がよく知られている。放射線照射特有の化合物としては、脂質に放射線照

射した場合の２－アルキルシクロブタノン類の生成が報告されている 43)。

これについての評価や見解については後述する。 
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（３）照射タマネギの慢性毒性試験と世代試験 44) 

原子力特定総合研究で実施されたタマネギの慢性試験では、照射タマネ

ギを摂取することによって生体が障害を受けるかどうかを評価するため、

マウス及びラットを用いた慢性毒性試験が行われた。タマネギ無添加飼料、

非照射タマネギ添加飼料及び０．０７、０．１５、０．３ｋＧｙ照射タマ

ネギ添加飼料（タマネギは乾燥後添加、添加量は、マウスでは２５％、ラ

ットでは２％及び２５％）を摂取させ、一般症状、体重等の観察を行うと

ともに、血液学的検査、病理組織学的検査等を行った。マウスを用いた試

験においては、タマネギの添加によると考えられる赤血球数の減少、脾臓

の腫大（はれて大きくなること）などが見られた（タマネギにはもともと

溶血性があるため）が、照射によると考えられる影響はみられなかった。

ラットを用いた検査には異常が認められなかった。 

また、照射タマネギを摂取することによって次世代に影響を与えるかど

うかを評価するため、マウスを用いて３世代目まで飼育し、繁殖生理に対

する影響及び催奇形性の有無が調べられた。タマネギ無添加飼料、非照射

タマネギ添加飼料及び０．１５、０．３ｋＧｙ照射タマネギ添加飼料（タ

マネギは乾燥後添加。添加量は２％及び４％）を摂取させて試験を行った

が、妊娠率、平均同腹仔数、着床数等繁殖生理に対する影響は認められな

かった。また、催奇形性については、各群共通に骨の変異の一種である頚

肋が認められたが、照射の影響によると考えられる異常は認められなかっ

た。 

以上の結果に基づいて、放射線照射したタマネギの慢性毒性試験や多世

代試験では、問題がないことが報告されている。 

 

（４）栄養失調児の倍数性細胞の出現率 45) 

インドの国立栄養研究所から、栄養失調児に０．７５ｋＧｙ照射した小

麦を与えたところ血中の倍数性細胞（ポリプロイド；染色体数が倍化する

異常）の出現率が高まったとの報告が公表された(Bhaskaram & Sadasivan

（１９７５）)。 

このため、インド保健省は、専門委員会を設置し詳細な検討を行った。

この検討では、議論の対象となった試験は０．７５ｋＧｙ照射した小麦が

種々の動物の骨髄やリンパ細胞に染色体異常を生じたり、栄養失調の子供

に倍数細胞を出現させるという証拠にはならないとされ、さらに倍数性細

胞の増加があるとしたすべての試験は、技術的な欠陥があるとされた。こ

れらの試験結果を注意深く解析すると、照射小麦が倍数性細胞を増加させ

ることはないという結果を出した試験に比べて、有意な差がないものであ
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ることが明らかになったと報告されている。 

 

（５）シクロブタノン類の生成 43,46) 

a.シクロブタノン類の毒性 

放射線特有の生成物として、中性脂肪（トリグリセリド）の放射線分解

で２－アルキルシクロブタノン類が生成するが、このうち、２－ドデシル

シクロブタノンはＤＮＡに障害を起こしたという Delincèe らの報告（１９

９８，１９９９）がある。しかしながら、ＷＨＯの見解（２００３）では、

長期間の動物実験とエームス試験が陰性という結果を含む、現時点での科

学的証拠に基づくと、２－ドデシルシクロブタノンなどの２－アルキルシ

クロブタノン類は、消費者に対して健康リスクをもたらすようには見えな

いとされた 47)。ＷＨＯはこれまで、ＦＡＯ／ＩＡＥＡ／ＷＨＯの専門家グ

ループや各国各地域の専門家によって導き出された「照射食品は、安全で、

栄養学的にも適合性がある」という結論に疑問を挟む様ないかなる論拠も

持ってはいないとしている。なお、ＷＨＯはこの見解を結ぶにあたり、こ

の化合物の毒性／発がん性について残された不確定要素の解明のための研

究を実施することを引き続き奨励していくこととしている。また、米国

Sommers ら（２００３，２００４）は、２－ドデシルシクロブタノンによ

る変異原性はないとする研究結果を報告している 48,49)。 

 

b.シクロブタノン類の発がん促進作用 

２-アルキルシクロブタノン類の「発がん促進作用」については、Raul

ら（２００２）50)が行った報告では、飲料水をラットに投与し、発がん物

質であるアゾキシメタンを投与したところ、３ヶ月後の観察ではアゾキシ

メタンのコントロールに比べ異常はなかったが、６ヶ月後に２-アルキルシ

クロブタノン投与群で腫瘍数および腫瘍サイズの増大が認められ、発がん

促進作用活性のあることが確認されたとしている。しかしながら、同報告

について、米国の食品医薬品庁は、ラットの２-アルキルシクロブタノン類

への暴露量が、人の暴露量とされる値よりも３けた多いことなどから、２-

アルキルシクロブタノン類の摂取ががんを促進すると信じるに足る理由を

示す実質的な情報や信頼できる情報がないとしている 51)。また、ＥＵの食

品科学委員会は、この実験結果を基に脂質を含む照射食品中の２-アルキル

シクロブタノン類を人が摂取することについて健康リスクを評価すること

は適当でないと結論している 52)。 

 

 



 

 27

（６）放射線照射による異臭の発生 

食品照射の場合、研究や実績の積み重ねにより、コーデックス規格や各

国の規制において適正な照射線量が定められている。その定められた線量

を超えて照射すると、食品（肉類や食鳥肉など）によってはにおい（照射

臭）が発生することがある 14,35)。このにおいは主に肉蛋白構成々分である

含硫アミノ酸あるいは脂質に由来するものと考えられている。このような

ことから、適正な照射を行うことは商品価値を維持する観点から重要であ

るが、健全性の点から見て問題はないとされている。 

 

（７）食味、加工性への影響 

食品に放射線を照射すると、米については、供試した品種によっては、

食味に変化が現れるものがあり、また、小麦については、製めん適性の低

下が認められた報告があった 2,35)。これらは、放射線照射によって生成し

たフリーラジカルが関与する化学反応の進行により、高分子であるデンプ

ンが低分子化することなどに由来するものと考えられている。しかし、こ

れは商品価値を低下させることになるので、通常、事業者において処理方

法として選択されることはないと考えられるとともに、健全性の点から見

て問題はないとされている。 

 

（８）ベビーフード事件 

１９７８年、ベビーフードの原料に用いる粉末野菜に、食品衛生法に基

づく許可がないにもかかわらず、放射線殺菌を実施して販売していたとい

う問題が発生した。本件は、法律に基づいた安全性の確認が行われていな

い食品を販売したものであり、食品の安全に関する企業コンプライアンス

の欠如として、厳しく律せられるべき問題である。照射食品の安全性とは

別次元の問題であるが、このような事案が過去にあったことも念頭におき、

関係者はこのようなことによって国民の信頼が損なわれることについて十

分認識すべきである。厚生労働省は、本事案を踏まえ、「食品の放射線照射

業者に対する監視指導について」（昭和５３年１０月１２日付け環食第２６

７号厚生省環境衛生局食品衛生課長通知）により、各都道府県衛生主管部

長等に対し、食品の放射線照射業者に対する監視指導の留意点について通

知した。 
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第５章 食品照射を巡るその他の課題 

  

５－１．照射食品の検知技術 53) 

照射食品において放射線がどのように照射されているかを検知するための技

術は、行政当局が規制の実効性を担保する手段であるとともに、製造業者・流

通業者にとっては、取り扱う食品に対して意図された線量で正しく放射線照射

されているか否かを確認するための品質管理に必要な技術として、研究開発が

進められてきた。また、これらの結果、食品表示の妥当性の担保にもつながる

ものである。以上のように、食品照射の展開を考える上で、検知技術の確立は

重要である。 

 

a.検知技術の研究開発 

放射線照射を検知する技術の主な研究開発としては、わが国も参加した

ＦＡＯ／ＩＡＥＡの国際研究プロジェクト（１９９０～１９９４）が進め

られ、電子スピン共鳴（ＥＳＲ）法、熱ルミネッセンス（ＴＬ）法、化学

的方法（炭化水素法など）、その他の物理学的方法（粘度測定など）、生物

学的方法（微生物数計測など）等多様な検知方法の研究開発が進められて

きた。ＥＵでの研究プロジェクト（１９９０～１９９３）でも、同様に多

くの方法についての検討の上、有望な方法についてのプロトコールを作成

し、その妥当性確認試験を実施した。 

 

b.国際的な検知法について【参考５－１】 

国際的な検知法には、ヨーロッパ標準分析法がある。ヨーロッパ標準分

析法については、ヨーロッパ標準委員会が５つの標準分析法（ＥＳＲ法２

種、ＴＬ法、化学分析法２種）を１９９６年制定するとともに、その後２

００３年までにこれら分析法の改定を行ったほか新たな分析方法を追加

（２００４年までに計１０種類の分析方法を採択）している。これらの分

析法では、分析対象食品によって、用いられる手法が異なるが、ヨーロッ

パ標準分析法全体としては、香辛料類、食鳥肉、豚肉、牛肉、生鮮及び乾

燥野菜あるいは果実、貝類、チーズ、サケ、液体全卵などの食品を対象に

放射線の照射を検知することが可能となっている。また、ＥＵ加盟国のな

かでは、ヨーロッパ標準分析法を用いて、市場流通する食品の一部につい

ての検査を実施している国がある。 

また、コーデックス委員会は、化学分析法（２－アルキルシクロブタノ

ン法、及び炭化水素法）、ＴＬ（熱ルミネッセンス）法及びＰＳＬ（光励起

発光）法、骨含有食品、セルロース含有食品、結晶糖含有食品を対象とし
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たＥＳＲ法３種、ＤＮＡコメットアッセイ法、ＤＥＦＴ／ＡＰＣ法の９分

析法をヨーロッパ標準分析法と食品分析に関する北欧委員会（Nordisk 
metodikkomité for Næringsmidler）が定めたＮＭＫＬ法に基づいて、２００

１年及び２００３年にコーデックス標準分析法として採択している。 

ＥＵ加盟国が実施した香辛料の検査では、これら標準分析法のうち、主

として以下のＴＬ法、ＰＳＬ法、ＥＳＲ法が利用されている 26)。 

・珪素系無機物含有食品のＴＬ法：農産物である香辛料に微量に混入し

ている珪素系無機物を分離し、その熱ルミネッセンス（ＴＬ）を測定

する。 

・珪素系無機物含有食品のＰＳＬ法：ＴＬ法と同様、香辛料中の珪素系

無機物に由来する光励起発光（ＰＳＬ）を食品ごとに測定する。なお、

この方法では、無機物を食品試料から分離する必要はなく、迅速測定

が可能であるため、確度はＴＬ法に比べて劣るが、スクリーニング法

としては非常に有効である。 

・セルロース含有食品のＥＳＲ法：植物である香辛料の組織中のセルロ

ースに由来するラジカルを測定する。 

 

c.わが国の検知技術の現状 

わが国では、研究所や大学等において、化学分析法、ＥＳＲ法、ＴＬ法、

ＰＳＬ法、ＤＮＡコメットアッセイ法等の研究開発が実施されている。ま

た、これらの機関では、ＴＬ法やＥＳＲ法を用いた依頼分析を実施して参

考試験データを食品企業や流通業者に提供するなどをしている。 

以上のように、検知技術の研究開発等は着実に進展しており、また検知

方法は食品の種類と分析対象物に応じて多様化したものとなっており、研

究機関等で用いられているものもある。一方で、わが国の行政検査に用い

る公定検知法として実用化された検知法は未だ存在せず、公定検知法の採

用等が急がれる。 

 

５－２．放射線照射施設等の安全性 

（１）放射線照射施設の運用 

わが国における放射性同位元素及び放射線発生装置【参考５－２～５】によ

る放射線の利用は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（以

下、「放射線障害防止法」という。）のほか、労働安全衛生法、医療法、薬事法

等によって規制されている。 

放射線障害防止法に関する事故・トラブルのうち、国内の食品照射施設では、

稼動開始後の初期に作業員が好奇心で照射室に入ったために１４３ｍＳｖの線
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量を被ばくしたことがあるが、当該作業者は健診で異常はなかった 54)。また、

その後施設は改善され、従事者への教育・訓練も徹底されたこともあって、以

降事故の発生は報告されていない。 

なお、放射線障害防止法に基づいて放射性同位元素又は放射線発生装置を利

用している事業所の数は、２００１年３月末で総数４，８３７である。 

さらに、安全性の一層の向上などのための放射線障害防止法の改正（２００

５年６月施行）や、原子力安全委員会における国内外の動向を踏まえた放射線

防護に係る対応に関する調査審議が行われている。 

 

（２）周辺環境への影響 

放射線照射施設は、放射線のエネルギーやその照射量に応じた適切な放射線

遮蔽を有しており、周辺環境への影響は非常に小さいものとなっている。特に、

ガンマ線を用いる施設の場合には、その厚い遮蔽のために元来強固なものとし

て造られている。作業員のマニュアル違反等による作業員自らの被ばく事故は

発生しているが、周辺環境への影響を及ぼした事故はこれまで報告されていな

い。内外の放射線照射施設におけるこれまでの事故例からみて、当該施設に係

る危険性の一つは、作業者が偶発的に電離放射線を浴びるかもしれないことで

ある。作業者が設備故障を発見するため、あるいは作業者が何らかの原因で偶

発的に放射線を浴びるのを防ぐために、放射線照射施設は幾重もの防護レベル

のもとに設計されている。照射を行うために、放射線源が照射室内に露出して

いる時には、危険な区域はモニターで監視され、またインターロックシステム

の働きで、照射室への立ち入りができないようになっている。これらの設備面

での対応に加え、作業者がマニュアルを遵守し、人為的な事故を避けることも

重要である。 

以上より、放射線照射施設は、そもそも構造的に周辺環境への影響がないよ

うに設計・建設されている施設であり、また作業員の安全確保についても十分

な配慮がなされているが、マニュアルの遵守等安全文化の一層の徹底が期待さ

れている。 

 

（３）放射性廃棄物の取扱い 

食品照射を行った際の照射機器の放射化は、放射線のエネルギーが低いこと

等、照射食品の誘導放射能が無視できる程度であるのと同じ理由で基本的に問

題とならず、施設を廃止する際に解体に伴う放射性廃棄物は基本的には発生し

ない。ただし、放射線障害防止法の対象となる施設を廃止する際に発生する廃

棄物については、同法に基づく適切な措置を講じることとなっている。食品照

射に関連し発生する放射性廃棄物は主に放射線源であるガンマ線源本体となる
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が、使用するコバルト６０線源は輸入に頼っており、使用後には輸出元へ返還

されている。 

 

５－３．照射食品の表示 

照射食品については、許可・実用化の進んでいる米国やＥＵ等においても、

放射線照射が行われたことについての表示が行われている。例えば、ＥＵでは、

１９９９年のＥＵ指令で、照射された食品について「放射線照射済」又は「電

離放射線処理」と記載することとされている 4)。この他に、照射食品に関する

コーデックス一般規格 10)では、出荷書類に照射の事実を記載すること、最終消

費者に対しバラ積みで販売される食品の場合、売り場において食品名と照射さ

れている旨を食品が入っている容器に表示すること、また包装済み照射食品に

ついては、以下に示す包装済み食品の表示に関するコーデックス一般規格 55)に

従うよう定めている。 

ⅰ) 照射された食品は、照射された事実を、食品名の近くに言葉で表示しな

ければならない。国際食品照射シンボルは任意で表示しても良いが、表示

する場合には、食品名の近くにしなければならない。 

ⅱ) 照射された製品が、他の食品の原材料として使用された場合は、この事

実を原材料リストに表示しなければならない。 

ⅲ) 照射された原材料を用いて調製された単一成分食品については、照射さ

れた事実を表示しなければならない。 

照射食品が社会に流通するにあたって、消費者が選択することを可能とする

ように、照射食品の表示が行われていることが重要であるとの意見が強い。照

射食品の表示はこれを確保する上で重要な情報源であり、また、再照射等を防

ぎ、適切な照射を担保する意味でも重要である。 

 わが国においては、第２章２－２で述べたように、再照射を防止する観点か

ら食品衛生法において、また、消費者の適切な選択に資する観点から JAS 法に

基づき、既に、生鮮食品に対して表示義務が課せられている。今後、食品照射

の適用範囲が広がる場合には、それらに対し、表示に対する国民のニーズも把

握しつつ、科学的・合理的な検討を踏まえ、適切な表示のあり方を検討するこ

とが必要である。 
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第６章 まとめ 

 

 本専門部会は、放射線利用技術の一つである食品照射について、第１章で示

した基本的考え方に沿って、調査審議を進めてきた。 

 ここで、食品照射の現状や食品照射の有用性等に関する第２章から第５章の

検討を踏まえると、以下のとおり結論される。 

 

a.食品照射が食品衛生の確保や損耗防止に有効な技術の一つであること、化

学薬剤を用いた食品衛生管理が、環境への影響や薬剤自身の毒性の視点か

ら制限される方向にあり、経済性に優れた代替技術が求められていること、

各国において照射食品の許可・実用化が進展し実績があることなどから、

食品照射は有用性がある。特に香辛料への放射線照射については、諸外国

において多くの実績があること、わが国において具体的要請があること、

健全性に関する検討や研究が行われ良好な成果が得られていることなどか

ら、わが国において実用化する意義は高いと見込まれる。 

 

b.照射食品の健全性については、国内外において、適正な線量等を守り照射

を行った場合には健全であるという研究成果が蓄積されていることなどか

ら、一定の見通しがある。 

 

c.食品照射のための照射施設については、放射線障害防止法に基づく安全規

制の遵守が求められることなどから、周辺環境に影響を及ぼすおそれの極

めて小さいものとして建設・運転しうる。 

  

したがって、適正な照射線量の遵守等を前提とした食品照射を食品の衛生確

保等のための技術の選択肢の一つとできるようにする観点から、以下の取組を

進めることが有意義であると考える。 

 

６－１．食品照射に取り組むにあたっての環境整備 

（１）食品安全行政の観点からの妥当性の判断等 

上記 a～cを踏まえ、有用性が認められる食品への照射については、食品

安全行政の観点からの妥当性を判断するために、食品衛生法及び食品安全

基本法に基づく検討・評価（第２章２－２．（１）参照。）が進められるこ

とが適切と考える。具体的には、まず、諸外国の多くの実績、国内の具体

的要請、健全性検討・研究の成果などから有用性があることから、香辛料

への照射については、検討・評価が行われることが妥当であると考える。
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更に、その他の食品についても、産業界のニーズや社会動向等を踏まえ有

用性が認められる場合には、適宜、検討・評価が進められることが期待さ

れる。 

健全性の検討・評価に当たっては、本専門部会の検討で参考としたデー

タの活用も含め、基本的には、信頼性のあるデータであれば、国内外を問

わずその活用を図られるべきであると考える。ただし、照射食品の健全性

について不断に知見の集積を図ることが重要であり、諸外国での取組状況

を踏まえた上で、わが国においても、必要に応じて、原子力委員会の方針

の下、研究開発が推進されることが望ましい。 

 また、照射食品が社会に流通した際に、再照射を防止し、また、消費者

の選択を確保する観点等からの照射食品の表示は重要な情報源であり、適

切に実施されることが必要であるとの意見が強い。そのために、現行の食

品衛生法及びＪＡＳ法に基づく表示の義務付けについて引き続き行われる

ことが必要である。また、照射食品の表示の今後のあり方について、食品

全体の表示に関する状況や照射食品に関する検討・評価の動きも踏まえつ

つ、科学的・合理的観点から必要な検討がなされることが期待される。 

 

（２）検知技術の実用化等 

検知技術は、法に基づく適切な照射食品の流通であるかを必要に応じ確

認するために重要な技術である。わが国においては、検知技術の研究開発

がこれまで継続的に実施されてきているが、行政処分をするか否かを判断

するために用いる公定検知法として確立されている技術はない。このため、

わが国において公定検知法を早期に確立し実用化するため、既存検知技術

の試験手順の厳密化、公定検知法への採用等の取組を引き続き進めること

が重要である。また、精度の向上等のために、引き続き、検知技術の高度

化に向けた研究開発が行われることが期待される。 

さらに、新しい照射食品の許可に伴う監視・指導に係る新たな対応につ

いては、国際的な状況や我が国の社会状況も踏まえ、リスク管理機関にお

いて必要に応じ検討されることが期待される。 

 

６－２．食品照射の社会受容性の向上 

   わが国において照射食品の流通が進められるには、食品照射の社会受容

性の向上が重要であり、関係行政機関、研究者、事業者など関係者が国民

との相互理解を一層深める必要がある。そのため、関係者は、情報公開を

推進するとともに、国民の意見を伺う広聴活動を出発点として、それを踏

まえた広報や対話を行う活動に取り組んでいくことが必要である。これら
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の活動を通じ、関係者と国民の相互の努力により、食品照射に関する理解

が進むことが望まれる。 

原子力委員会においては、本報告書の内容について国民との相互理解の

充実に努めるとともに、原子力政策大綱に示される政策の評価を行う中で

フォローアップしていくことが重要である。一方で、消費者である国民一

人一人におかれても、疑問や知りたい情報等について、関係者に忌憚なく

伝えるとともに、対話や説明の場などへ積極的に参加していただくことが

望まれる。 

また、現在でも、食品照射に関する解説や研究成果などのデータについ

て様々なものが公開されているが、関係者は、引き続き、このような情報

の存在を広く周知していくとともに、国民にわかりやすい形になるよう努

めていくことが必要である。 

さらには、今後、リスク分析の過程に進んだ場合には、消費者を含む関

係者間のリスクコミュニケーションにおいて、これらの積み重ねが活かさ

れることが望まれる。 

最後に、食品照射について、国民一人一人が自分で判断できるようにな

るためには、食品照射のみならず、放射線利用全体についての広聴・広報

活動や放射線に関する基本的な知識に係る教育の充実も重要である。 
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 付 1

（付録１） 

 

食品照射専門部会の設置について 

 

平成１７年１２月６日 

原 子 力 委 員 会 決 定 

 

１．趣旨 

放射線は、学術、工業、農業、医療、その他の分野で適切な安全管理の下で利用されて

きており、社会に大きな効用をもたらしている。これら放射線利用のうち、「食品照射」は、

公衆衛生や食品の品質保持などを目的として、放射線を食品に照射することにより、殺菌、

殺虫、発芽防止等を行う技術である。しかしながら、原子力政策大綱において、現在、我

が国においては馬鈴薯の発芽防止を行うための食品照射が認められているのみであり、社

会への技術情報の提供や理解活動の不足等のために活用が十分進められていないことが課

題として指摘された。そこで、原子力政策大綱において示されている基本的考え方を踏ま

え、関係者の今後の検討に資するため、原子力委員会において「食品照射専門部会」を設

置し、食品照射に関する現状等について調査審議を行う。 

 

 

２．構成 

別途定めることとする。 

 

 

３．検討内容 

① 食品照射に関する内外の動向、有用性、安全性に関する内外の評価の現状等について

調査審議する。 

② 現状において食品照射を行う合理性が高いと考え得る食品について審議する。 

③ その他、原子力委員会が指示する事項について調査審議を行う。 

 

 

４．スケジュール 

１２月に第１回会合を開催する。その後、数次会合を開催し、検討結果を報告書に取り

まとめ、原子力委員会に対して報告する。 

 

 

５．その他 

（１）専門部会は、原子力委員会が報告書を了承した段階で解散する。 

（２）専門部会の運営については、原子力委員会専門部会等運営規程を準用する。 

 

以上 
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（付録２） 

 

食品照射専門部会委員名簿 

 

碧海 酉癸  消費生活アドバイザー 

あおみ ゆき 

 

市川 まりこ  消費生活コンサルタント 

いちかわ まりこ 

 

大村 晴樹  （財）食品産業センター 技術開発部長（第４回まで） 

おおむら はるき 

 

塩谷 茂  （財）食品産業センター 技術部長  （第５回から） 

しおや しげる 

 

鬼武 一夫  日本生活協同組合連合会 安全政策推進室長 

おにたけ かずお 

 

久米 民和  （独）日本原子力研究開発機構 

くめ たみかず     高崎量子応用研究所 嘱託 

 

部会長 多田 幹郎  中国学園大学 現代生活学部 人間栄養学科 教授  

ただ みきろう 

 

田中 憲穂  （財）食品薬品安全センター 遺伝毒性部部長 

たなか のりほ 

 

東嶋 和子  科学ジャーナリスト 

とうじま わこ 

 

等々力 節子  （独）農業・食品産業技術総合研究機構 

とどりき せつこ    食品総合研究所 食品安全研究領域 上席研究員 

 

山本 和子  農業マーケティング研究所 所長 

やまもと かずこ 

 

（平成１８年９月現在） 計１０名  
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（付録３）開催実績 

 

１．食品照射専門部会 

 

第１回 平成１７年１２月１４日（水）１０：００～１２：００ （虎ノ門三井ビル） 

議題： １．食品照射専門部会の設置について 

        ２．食品への照射について 

 

第２回 平成１８年１月２５日（水）１０：００～１２：００（如水会館） 

議題： １．食品への照射について② 

        ２．その他 

 

第３回 平成１８年２月１７日（金）１３：３０～１６：３０（新霞ヶ関ビル） 

議題： １．食品照射に関する意見聴取について 

        ２．食品への照射について③ 

        ３．その他 

 

第４回 平成１８年３月１３日（月）１０：００～１２：００（虎ノ門三井ビル） 

議題： １．食品照射に関する意見聴取について 

        ２．食品への照射について④ 

        ３．その他 

 

第５回 平成１８年４月１９日（水）１０：００～１２：００（共用２２０会議室） 

議題： １．原子力委員会専門委員の変更について 

        ２．「市民参加懇談会ｉｎ姫路」の概要 

３．食品照射に関する意見聴取について 

        ４．食品への照射について⑤ 

        ５．その他 

 

第６回 平成１８年５月１６日（火）１６：００～１８：００（虎ノ門三井ビル） 

議題： １．食品産業をめぐる状況について 

        ２．食品衛生法における食品照射の取扱いについて 

        ３．食品への照射について⑥ 

４．その他 

 

第７回 平成１８年６月７日（水）１４：００～１６：００（学術総合センター） 

議題： １．食品への照射について⑦ 

２．その他 
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第８回 平成１８年６月２８日（水）１０：００～１２：００（虎ノ門三井ビル） 

議題： １．食品への照射について⑧ 

２．その他 

 

第９回 平成１８年７月１３日（木）１３：３０～１５：３０（虎ノ門三井ビル） 

議題： １．食品への照射について⑨ 

２．その他 

 

第１０回 平成１８年９月２６日（火）１３：３０～１５：３０（虎ノ門三井ビル） 

議題： １．食品への照射について⑩ 

２．その他 

 

 

２．食品照射についてご意見を聴く会 

 

○平成１８年５月１０日（水）１３：００～１５：００（如水会館） 

 

 

３．食品照射専門部会報告書「食品への放射線照射について（案）」に対する意見募集につ

いて 

 

○募集期間：平成１８年７月２６日（水）～８月２５日（金） 

 

 

４．食品照射専門部会報告書「食品への放射線照射について（案）」に関するご意見を聴く

会 

 

○平成１８年８月７日（月）１３：３０～１６：００（如水会館） 

○平成１８年８月９日（水）１５：００～１８：００（大阪大学中之島センター） 
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（付録４） 

 

 

原子力政策大綱（平成１７年１０月１１日、原子力委員会決定）の関連部分抜粋 

 

 

 

1-2-9．（現状認識）放射線利用 

「（中略）しかしながら、食品照射のように放射線利用技術が活用できる分野において、

社会への技術情報の提供や理解活動の不足等のために、なお活用が十分進められてい

ないことが、課題として指摘されている。」 

 

 

 

3-2-2.（放射線利用）各分野における進め方 (4)その他の分野 

「食品照射については、生産者、消費者等が科学的な根拠に基づき、具体的な取組の

便益とリスクについて相互理解を深めていくことが必要である。また、多くの国で食

品照射の実績がある食品については、関係者が科学的データ等により科学的合理性を

評価し、それに基づく措置が講じられることが重要である。」 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
 



＜農業分野の利用の現状＞

放射線育種

耐病性イネの作出

害虫防除

放射線による不妊化
でウリミバエを根絶

カーネーション等の作出

放射線照射による突然変異を利用して
新品種を開発

→1４０品種を開発（２００３年現在)

食品照射

(未照射) （照射済み)

放射線照射によるジャガイモ
芽止め

上記の他に、実験動物用飼料の殺菌・殺虫のための照射や、
食品包装材の滅菌も行われている。

参考１－１．農業分野の放射線利用

【出典】原子力政策大綱（2005）を一部改訂

突然変異育種（９７３億円、８３％）

・イネ ： ９３７億円 ・ナシ ： ３０億円
・ダイズ ： ５億円 ・モモ、キク等 ： １億円

【出典】原子力委員会放射線専門部会第1回（2001.9.26）文部科学省資料

参考１－２．我が国の農業分野の放射線利用の経済規模（平成９年度）

照射利用（１６５億円、１４％）

・食品照射： １９億円

・害虫駆除： ８４億円

・殺菌・滅菌： ６２億円

アイソトープ利用
（標識化合物などとして利用）

（２９億円、３％）



1967年 原子力委員会「食品照射研究開発基本計
画」を策定。試験品目として７品目（ばれい
しよ、タマネギ、米、小麦、ウィンナーソー
セージ、水産練り製品、みかん）を指定し、
食品照射研究開始。

1972年 ばれいしよの照射の許可

1974年 北海道士幌農協でばれいしよの照射を実
用化

2000年 全日本スパイス協会が食品照射に関する
要望書を厚生省（当時）に提出。このような
動きに対して、消費者団体が連名で全日
本スパイス協会に反対申し入れ。

1963年 米国食品医薬品庁(FDA)がベーコン及び
穀物の照射を許可

（1968年、FDAは実験方法等に欠陥がある
としてベーコンの許可を取り消したが、そ
の後、健全性評価、法的許可の体制がつ
くられ、1985年以降、FDAは肉類、果実、
香辛料など多くの照射食品を許可）

1980年 国連食糧農業機関(FAO)、国際原子力機
関(IAEA)、世界保健機関(WHO)合同委員
会で10kGy(ｷﾛｸﾞﾚｲ)までの照射食品の健
全性を宣言

1983年 FAO,WHOの合同組織である国際食品規
格委員会で10kGy以下の照射食品の一般
規格（Codex規格）採択

1997年 WHO委員会が10kGy以上での健全性宣言

＜日本＞＜世界＞

参考２－１．世界及び我が国における食品照射を巡る動向の概要

ばれいしよについては1971年に研究終了。
その他品目については1988年までに研究終了

52ヵ国及び台湾で230品目が許可され(2003年4
月)、このうち31ヵ国及び台湾で40品目が実用
化されている(2003年5月)。

参考２－２．照射食品に関する一般規格（コーデックス規格）の概要

【参考文献】食品照射Vol.40（2005） 等々力節子「食品照射の海外動向」

ガンマ線、X線、電子線。最高線量は原則10kGyを超えない。
（技術的必要性が認められれば10kGy以上も可）

照射の正当性は技術的な必要性 and/or 消費者の健康上の利
益となる場合に認められる。

適正衛生規範、国際的な食品の衛生管理手法（HACCP）、生鮮
食品の輸送取扱い規則の遵守。販売国における公衆衛生上で
の要求事項の遵守。

Codex委員会は9種類の照射食品検知法をCodex標準分析法とし
て採択済。必要に応じ、許可や表示の規制に効力を持たせる
ため、これら検知法を利用

包装食品の表示に関するCodex一般基準に基づき、食品名と共
に照射したことを言葉で表示。照射された原材料を含む食品
の場合も表示。
照射食品の出荷にあたって、照射記録を明記した書類を添付。

線源と吸収線量

技術的な条件

衛生面の配慮

照射後の確認

表示（包装食品）

（ﾊﾞﾙｸ食品）
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細菌：カンピロバクター

ウイルス
（ほぼ全てノロウイルス）

細菌：サルモネラ属菌

細菌：腸炎ビブリオ
細菌：その他
自然毒

その他及び原因不明
化学物質

参考２－３．我が国の食中毒発生状況（病因物質別の発生件数の推移）

【データ出典】 厚生労働省食品安全部「平成16年食中毒発生状況の概要について」（2005年7月）
厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/index.html）

○腸炎ビブリオ及びサルモネラ属菌は、1998～1999年をピークとして減少傾向だ
が、まだ発生件数は多い。カンピロバクターは近年増加傾向にある。ノロウイ
ルスは、1997年に病因に追加されて以降、増加している。

○2004年の患者数は28,175名で、細菌が13,078名、ウイルスが12,537名。死者は
サルモネラ属菌2名（原因食品不明）、自然毒3名（フグ2名、きのこ1名）。

中食・外食の利用頻度が増えた理由

0 10 20 30 40 50 60 ％

○ 単独世帯の増加、女性の雇用者の増加等社会情勢の変化の中で、食に関して簡便化志向の

高まりや外部化が進展。日本型食生活の実現のためには、食料供給者として食品産業の果た
す役割も重要。

資料：農林漁業金融公庫「中食や外食の利用に関するアンケート調査」

（平成１５年６～７月調査）

○食料消費支出に占める外部化率の推移

外食

中食

料理をしたり、食事の片付

けをする手間が省けるから

家庭で作ることが難しい、又は

面倒な料理が味わえるから

普段の家庭の味とは違う

ものが味わえるから

家庭の好みがまちまちで家庭

で料理をするのは大変だから

家庭で料理をするよりも

経済的だから

景気低迷で家計が厳しくな
り外食の利用が減ったから
（中食のみ）

注：全人口の年齢構成比に応じて無作為に抽出した１,２５０人を対象とする調査
で、複数回答(２項目まで選択)の調査結果

○

30%

32%

34%

36%

38%

40%

42%

44%

46%

57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

食の外部化率

外食率

昭和 平成

（資料）内閣府「国民経済計算報告」、（財）外食産業総合調査研究センター「外食
産業市場規模」、日本たばこ産業（株）資料を基に農林水産省で試算

（注） 外食率・・・食料消費支出に占める外食の割合

食の外部化率・・・外食率に惣菜・調理食品の支出割合を加えたもの

参考２－４．我が国の食品産業を巡る状況１ ～食の外部化、簡便化の進展～



○我が国、１億３千万人の国民が最終消費した飲食料費は８０兆円であるが、昭和６０年以降の１５
年間で、消費者の食の簡便化志向の高まりや外部化の進展を反映して、外食、加工食品が増加
しており、最終消費額でみると８割程度がこうした加工度を高めた形態で消費されているところで
ある。

参考２－５．我が国の食品産業を巡る状況２ ～食品産業の現状～

外

食

外外

食食

加

工

品

加加

工工

品品

外

食

外外

食食

加

工

品

加加

工工

品品

（単位：兆円）

生
鮮
品

生
鮮
品

生
鮮
品

【【平成１２年平成１２年】】
８０．３８０．３
（１００％）（１００％）

５３．４％増

４２．６％増

２．５％減

３３．８％増

生鮮品の生鮮品の
輸輸 入入

【【３．２３．２】】

国国

内内

生生

産産

１２．１１２．１

外食向け外食向け

１．４１．４
【【０．７０．７】】

加工向け加工向け

２．９２．９
【【１．２１．２】】

直接消費向け直接消費向け

７．８７．８
【【１．４１．４】】

食品製造業食品製造業

３０．７３０．７

加工食品加工食品
卸売業卸売業

卸売市場卸売市場

最終製品の輸入最終製品の輸入
【【１．９１．９】】

一次加工品の輸入一次加工品の輸入
【【０．５０．５】】

外食産業外食産業

２３．７２３．７

食品小売業食品小売業

（加工品）（加工品）
４１．５４１．５

（生鮮品）（生鮮品）
１５．１１５．１

23.723.7
（（29.5%29.5%））

41.541.5
（（51.751.7％）％）

生
鮮
品

生
鮮
品

生
鮮
品

【【昭和６０年昭和６０年】】
６０．０６０．０
（１００％）（１００％）

15.515.5
（（25.825.8％）％）

29.129.1
（（48.548.5％）％）

15.515.5
（（25.725.7％）％）

15.115.1
（（18.818.8％）％）

（資料）総務省他９省庁「産業連関表」を基にした農林水産省の試算

各国の照射許可及び実用化品目

 国　名

豆
類
鶏
肉
魚
（
含
む
冷
凍
）

に
ん
に
く

肉
類
玉
ね
ぎ

パ
パ
イ
ヤ

じ
ゃ
が
い
も

米 え
び
（

含
む
冷
凍
）

ス
パ
イ
ス

い
ち
ご

乾
燥
野
菜

小
麦

そ
の
他
許
可
品
目

ブラジル ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○
果実ｼﾞｭｰｽ、濃縮
果実ｼﾞｭｰｽ

チリ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ カカオ豆

中国 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ソーセージ

フランス ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ 家禽肉

ｲｽﾗｴﾙ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ 穀類

日本 ◎

韓国 ○ ○ ○ ◎ ○
粉末味噌・醤
油

オランダ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ｼﾘｱﾙﾌﾚｰｸ

南ｱﾌﾘｶ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ﾍﾞﾋﾞｰﾌｰﾄﾞ

タイ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ムーヨー（調理
済ｿｰｾｰｼﾞ）

英国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ 無菌食

米国 ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ 鶏卵

その他40カ国 8 13 10 16 5 24 12 23 13 9 34 11 10 13

許可国数 14 22 15 22 7 32 18 32 20 14 45 17 17 20

照　射　食　品　名

◎許可及び実用化されている品目　，　○許可されている品目

上表は、平成15年版原子力白書の許可国一覧表（出典：原産会議データ2003年4月時点）

に、実用国データ（出典：原産会議データ2003年5月時点）を併せて作成。

個別表記した国は、日韓中、米英仏に加え、許可品目の比較的多い国を抽出。

＜食品衛生法に基づく規格基準＞

○食品衛生法に基づく「食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告
示第370号）により食品を製造、加工及び保存の目的での放射線照射
を原則として禁止。

○但し、ばれいしよの発芽防止の目的で照射する場合のみ、以下の条件
を付して認めている。（1972年に許可、1974年から実用照射開始）

・放射線の線源及び種類は、コバルト60のガンマ線とすること。
・ばれいしよの吸収線量が150グレイを超えてはならないこと。
・照射加工を行ったばれいしよに対しては、再度照射してはならない
こと。

・放射線を照射した旨の表示を行うこと。
・放射線照射業を営もうとする者は、都道府県知事の許可を得ること。
・当該施設には、専任の食品衛生管理者を置くこと。

なお、規格基準を定める際には、食品安全基本法により食品安全委
員会によるリスク評価が必要とされている。

＜国際的な状況＞

○国際的には、1980年に国際食糧農業機関（FAO）、国際原子力機関
（IAEA）、世界保健機関（WHO）の合同専門家委員会が「総体平均線
量が10kGy以下の照射食品の健全性に問題が無い」ことを宣言し
（※1）、これを反映して1983年にCodex食品規格委員会により、照
射食品の国際基準「 Codex General Standard for Irradiated 
Foods」(Codex STAN 106-1983)が定められた。

（※１）WHO:(1981).Wholesomeness of irradiated food. Report of a Joint 
WHO/FAO/IAEA Expert Committee. Geneva. WHO TRS, No659.

参考２－６．国内外の食品照射の状況

【出典】原子力政策大綱（2005）



○2003年4月現在、食品照射は31ヶ国及び台湾で40品目が実用化されている。その
処理量について、各種文献データを整理すると以下のとおり。

○世界の食料生産量は、穀物だけでも約20億トンといわれる。食品照射は、殺菌や
殺虫などが必要な場合に他方式との比較考量の上で採用される一つの方法であり、
食料全体に占める割合は極めて小さい。

参考２－７．食料生産量とその中に占める照射食品量について

【出典】 食品照射Vol.40（2005） 等々力節子「食品照射の海外動向」
独立行政法人国際協力機構ホームページ http://www.jica.go.jp/world/issues/sonota01.html

ばれいしよ8,000トン日本

約30万トン合計

スパイス、カエル脚、鳥肉等20,000トン欧州

スパイス、発酵ソーセージ等26,000トン東南アジア

スパイス、牛挽肉＆食鳥肉、果実等89,000トン米国

スパイス、にんにく等140,000トン中国

備考推定年間処理量国名

○スパイスの照射処理量は年々増加し、2000年で約9万トン。国連食糧農業機関統計
（FAOSTAT）によると世界のスパイス消費量は約600万トン（その約半分はインド）。注

注：双方のデータで各国のスパイスの定義に相違がある可能性がある。

○米国の照射処理量は、2000年で約4.5万トンだが、2005年に入手した情報では、スパイス
消費量約50万トンに対し、その1/3がエチレンオキサイド、蒸気あるいは放射線のいずれ
かで殺菌処理されており、放射線照射分は約7万8千トンあるといわれている。

【出典】

原子力委員会放射
線専門部会第3回
（H15.11.20） 資料

等々力節子「食品
照射技術を巡る状
況と課題」

食品照射Vol.40
（2005） 等々力節
子「食品照射の海
外動向」

国連食糧農業機関
統計（FAOSTAT）
http://faostat.fao.org/

参考２－８．スパイスの照射処理量
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参考２－９．米国食品医薬品庁（FDA）が許可している照射食品

【参考文献】食品照射Vol.40（2005） 等々力節子「食品照射の海外動向」
食品科学広報センターニュースNo.21（2001）

寄生虫抑制

成熟抑制

殺虫

殺菌

殺菌

病原菌制御 ※

滅菌

病原菌制御 ※

病原菌制御 ※

病原菌制御 ※

病原菌制御 ※

病原菌制御 ※

豚肉（生）

青果物

全食品

酵素製剤

乾燥香辛料／調味料

食鳥肉

冷凍肉（NASA宇宙食）

赤身肉（冷蔵）

赤身肉（冷凍）

卵（殻付）

もやし用種子

貝類

1985年

1986年

1990年

1995年

1997年

2000年

2005年

目的品目許可年

※サルモネラ菌や腸管出血性
大腸菌０－157への対策とし
て、食鳥肉や赤身肉、卵な
どに照射が許可されている
ものである。

• 1999年にEU共通の許可品目としてスパイス・ハーブ類への10 kGyまでの
照射のみをリストに挙げた。** 

• その他の品目に関するEUのメンバー国毎の食品照射の許可や制限につ
いては現在も有効。

• EUのメンバー国は、照射食品の検知に用いられる分析技術を公定法とし
標準化することを保証。これまでヨーロッパ標準化委員会は、連合の支援
により開発された複数の分析法を標準分析法として制定したところ。

• 食品の照射は以下の施設でのみ可能。
–メンバー国が許可した照射施設、あるいは
–EUが許可した第三国の照射施設。

メンバー国内の照射施設の許可はそれぞれの国の行政当局で行われ、第三国の照射施設のEUに
よる許可は、EUの食品・獣医事務局が行う査察結果に基づき行われる。

*： Directive 1999/2/EC of The European Parliament and of The Council
**： Directive 1999/3/EC of The European Parliament and of The Council

参考２－１０．ＥＵの照射食品の許可状況



食品は殺菌の目的においてのみ照射できる。

食品は照射前、後ともGMPの手順に則り行われ
なければならない。

最小： 2 kGy
最大：10 kGy

ハーブ抽出物：生、乾燥または発酵さ
せた葉、花、または植物の他の部分
から作った飲料で茶を除く

食品は殺菌の目的においてのみ照射できる。

食品は照射前、後ともGMPの手順に則り行われ
なければならない。

最小： 2 kGy
最大：30 kGy

ハーブ、香辛料**

食品は、雑草防除を含む発芽抑制、害虫駆除の
目的においてのみ照射できる。

上述した技術的な目的を達成するのに必要な最
小線量。

最小：第３列を条件
とし規定しない

最大： 6 kGy

ハーブ、香辛料**
ハーブ抽出物：生、乾燥または発酵さ
せた葉、花、または植物の他の部分
から作った飲料で茶を除く。

食品は検疫処理を目的とした害虫駆除の目的に
おいてのみ照射できる。

上述した技術的な目的を達成するのに必要な最
小線量

最小：150 Gy
最大： 1 kGy

パンの実、スターフルーツ、チェリモ
ア、ライチ、リュウガン、マンゴ、マン
ゴスチン、パパイア、ランプータン

条 件
最大・最小線量

[ kGy ]食 品

第３列第２列第１列

**： Standard 1.4.2の目録4に示す品目

*：Australia New Zealand Food Standards Code (http://www.foodstandards.gov.au/foodstandardscode/)

参考２－１１．オーストラリア・ニュージーランドにおける許可品目と条件
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参考２－１２．各放射線利用の認知度

（食品照射専門部会（第２回）配付資料より）
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参考２－１３．放射線についてのイメージ ～知りたいと思うか否か～

（食品照射専門部会（第２回）配付資料より）

• 食品衛生法第11条
厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議

会の意見を聴いて、販売の用に供する食品若しくは添加物の製造、
加工、使用、調理若しくは保存の方法につき基準を定め、又は販
売の用に供する食品若しくは添加物の成分につき規格を定めるこ
とができる。

○２ 前項の規定により基準又は規格が定められたときは、その
基準に合わない方法により食品若しくは添加物を製造し、加工し、
使用し、調理し、若しくは保存し、その基準に合わない方法による
食品若しくは添加物を販売し、若しくは輸入し、又はその規格に合
わない食品若しくは添加物を製造し、輸入し、加工し、使用し、調
理し、保存し、若しくは販売してはならない。

○３ （省略）

（出典）食品衛生法（昭和22年12月法律第233号）

参考２－１４．食品又は添加物の基準及び規格



食品衛生法第11条に基づき、以下のように規定されている。

• 食品一般の製造、加工及び調理基準
○「食品を製造し、又は加工する場合は、食品に放射線を照射
してはならない。」

○例外的に以下の場合は、照射可能

– 食品の製造工程又は加工工程において、その製造工程又
は加工工程の管理のために照射する場合

– 各条の項において特別の定めをする場合
• 食品一般の保存基準
○食品の保存の目的で、食品に放射線を照射してはならない。

（出典）昭和34年12月厚生省告示第370号

参考２－１５．食品、添加物等の規格基準

• 食品の製造又は加工において、その管理を行う
場合には、食品への放射線照射は認められてい
る。

• その場合、食品の吸収線量が、0.10グレイ以下で
なければならない。

使用例： ①異物混入の検査

②食品の厚みの確認

など

参考２－１６．食品の製造工程又は加工工程の管理


